
まとめ資料比較表 〔43 条 共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について〕 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 

共－７ 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針に 

ついて 
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重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」(以下「設置許可基準規則」という。）第四十

三条第２項第三号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないことを要求している。また，同規則第四十三条

第３項第七号にて，可搬型重大事故防止設備は，共通要因によっ

て，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却

機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれることがないことを要求している。 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉の重大事故防止設備が，単

一の火災によっても上記の要求に適合していることを以下に示

す。また，これを踏まえて，内部火災が発生した場合の重大事故

等対処設備に対する基本的な防護方針を以下に示す。 

重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1. 概要

「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第四

十三条第2項第3号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って当該設備に対応する設計基準事故対処設備の安全機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないことを要求している。また，

同規則第四十三条第3項第7号にて，可搬式重大事故防止設備は，

共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料

貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の

重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と

同時にその機能が損なわれることがないことを要求している。 

東海第二発電所の重大事故防止設備が，単一の火災によっても

上記の要求に適合していることを以下に示す。また，これを踏ま

えて，内部火災が発生した場合の重大事故等対処設備に対する基

本的な防護方針を以下に示す。 

重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）第四十

三条第２項第三号にて，常設重大事故防止設備は，共通要因によ

って設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないことを要求している。また，同規則第四十三条

第３項第七号にて，可搬型重大事故防止設備は，共通要因によっ

て，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却

機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれることがないことを要求している。 

島根原子力発電所２号炉の重大事故防止設備が，単一の火災に

よっても上記の要求に適合していることを以下に示す。また，こ

れを踏まえて，内部火災が発生した場合の重大事故等対処設備に

対する基本的な防護方針を以下に示す。 
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2．基本事項 

［要求事項］ 

実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事

故等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるもの

のほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 

2.基本事項

【要求事項】 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事

故等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるもの

のほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七 重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 

2．基本事項 

［要求事項］ 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設

備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」

という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重大事故

等対処設備と接続するために必要な発電用原子炉施設内の

常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定めるものの

ほか、次に掲げるものでなければならない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事

故対処設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるも

ののほかに、次に掲げるものでなければならない。 

七 重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によ

って、設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するため

に必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう、適切な措置を講じたものであること。 
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2.1． 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条にしたがい，火災により重大事故等に対処す

るために必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防

止対策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基

準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点からみると，常設

重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設

計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求

している。また，設置許可基準規則第四十三条第３項第七号を

火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火

災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能

とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さ

らには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処

に必要な機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※１に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって，対応する設

計基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれのないこと 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でな

い設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災

に対する頑健性を確保すること 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに，重大事故等対処設備によりプ

ラントの安全性に関する主要な機能※２が損なわれる

おそれのないこと 

※1：火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場へア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する，等

※2：「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及

び「使用済燃料プール注水」機能とする

2.1 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条に従い，火災により重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防止対

策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基準規

則第四十三条第2項第三号を火災の観点からみると，常設重大事

故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準

事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求してい

る。また，設置許可基準規則第四十三条第3項第七号を火災の観

点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火災によっ

て当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時

喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さらには当

該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処に必要な

機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※1に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって対応する設計

基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわれ

るおそれのないこと。 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって重大事故防止設備でない

設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災に

対する頑健性を確保すること。 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに重大事故等対処設備によりプラ

ントの安全性に関する主要な機能※2が損なわれるおそ

れのないこと。 

※1:火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場ヘア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する等。

※2:「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及

び「使用済燃料プール注水」機能とする。

2.1． 基本的な防護方針の整理 

重大事故等対処施設に対する火災防護としては，設置許可基

準規則第四十一条にしたがい，火災により重大事故等に対処す

るために必要な機能を損なうおそれがないよう，火災の発生防

止対策及び火災感知・消火対策を実施する。一方，設置許可基

準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点からみると，常設

重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設備の機能と設

計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しないことを要求

している。また，設置許可基準規則第四十三条第３項第七号を

火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，単一の火

災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能

とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しないこと，さ

らには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大事故対処

に必要な機能とが同時喪失しないことを要求している。 

これらを踏まえ，内部火災が発生した場合の重大事故等対処

設備に対する基本的な防護方針を以下に整理する。この際，運

転員等による各種対応操作※１に関しても，火災による影響を考

慮の上，期待することとする。 

方針Ⅰ【独立性】 

：重大事故防止設備は，内部火災によって，対応する設

計基準対象施設の安全機能と同時にその機能が損なわ

れるおそれのないこと 

方針Ⅱ【修復性】 

：重大事故等対処設備であって，重大事故防止設備でな

い設備は，修復性等も考慮の上，できる限り内部火災

に対する頑健性を確保すること 

方針Ⅲ【重大事故等対処設備のみによる安全性確保】 

：内部火災が発生した場合においても，設計基準対象施

設の機能に期待せずに，重大事故等対処設備によりプ

ラントの安全性に関する主要な機能※２が損なわれる

おそれのないこと 

※1：火災の影響により電動弁の遠隔操作機能が喪失した場

合に，現場の環境状況を考慮の上，運転員等が現場へア

クセスし，消火活動後，手動にて弁操作を実施する，等

※2：「未臨界移行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「燃

料プール注水」機能とする
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2.2． 方針への適合性確認の流れ 

2.1．に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，

設置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故

等対処施設を抽出し，それらを「防止設備」「緩和設備」及び

「防止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行

った上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方

針Ⅲへの適合性を確認する二次評価の，二つの段階にて確認す

る。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「使用済燃

料プール注水」機能が維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する

2.2 方針への適合性確認の流れ 

2.1に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，設

置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故等

対処施設を抽出し，それらを「防止設備」，「緩和設備」及び

「防止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行

った上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方

針Ⅲへの適合性を確認する二次評価の二つの段階にて確認す

る。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか。 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか。 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する。 

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か。 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する。 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「使用済燃

料プール注水」機能が維持できるか。 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する。

2.2． 方針への適合性確認の流れ 

2.1．に示した防護方針への適合性の確認においては，まず，

設置許可基準規則第三十七条以降の各条文に該当する重大事故

等対処施設を抽出し，それらを「防止設備」「緩和設備」及び「防

止でも緩和でもない設備」に分類する。これらの分類を行った

上で，方針Ⅰ及びⅡへの適合性を確認する一次評価と，方針Ⅲ

への適合性を確認する二次評価の，二つの段階にて確認する。 

(1) 方針Ⅰへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅰへの適合について確認すべき対象は「防止設備」に

分類された設備であり，以下のような流れでその適合性を確

認する。 

①：各条文の「防止設備」が，単一の火災による影響でその

安全機能を維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，単一の火災で当該防止設備

に対応する設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失し

ていないか 

③：②にて同時に喪失していた場合は，各種対応を実施する

(2) 方針Ⅱへの適合性の確認（一次評価）

方針Ⅱへの適合について確認すべき対象は「緩和設備」及

び「防止でも緩和でもない設備」に分類された設備であり，

以下のような流れでその適合性を確認する。 

①：各条文の「緩和設備」及び「防止でも緩和でもない設備」

が，単一の火災による影響でその安全機能を維持できる

か 

②：①にて維持できない場合は，修復性等を考慮したできる

限りの頑健性を確保する 

(3) 方針Ⅲへの適合性の確認（二次評価）

方針Ⅲへの適合性については，以下のような流れで確認す

る。 

①：火災による影響を考慮した上で，設計基準対象施設の機

能に期待せず，重大事故等対処設備によって「未臨界移

行」，「燃料冷却」，「格納容器除熱」及び「燃料プール注

水」機能が維持できるか 

②：①にて維持できない場合は，各種対応を実施する
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3．火災による重大事故対処設備の独立性・修復性 

3.1．重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第

３項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備

は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設

備の安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失し

ないこと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の

重大事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求して

いる。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示すものである。 

3.1.1．可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準対象施設等

への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第１表に示す。 

3. 火災による重大事故対処設備の独立性・修復性

3.1 重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第2項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第3

項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備は，

単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設備の

安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と使用

済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失しない

こと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の重大

事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求してい

る。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示す。 

3.1.1 可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設

備等への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第1表に示す。 

3．火災による重大事故等対処設備の独立性・修復性 

3.1．重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備等への

影響（独立性） 

設置許可基準規則第四十三条第２項第三号を火災の観点から

みると，常設重大事故防止設備は，単一の火災によって当該設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能とが同時喪失しな

いことを要求している。また，設置許可基準規則第四十三条第

３項第七号を火災の観点からみると，可搬型重大事故防止設備

は，単一の火災によって当該設備の機能と設計基準事故対処設

備の安全機能とが同時喪失しないこと，及び当該設備の機能と

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能とが同時喪失し

ないこと，さらには当該設備の機能と常設重大事故防止機能の

重大事故対処に必要な機能とが同時喪失しないことを要求して

いる。 

このため，まずは単一の火災によって可搬型重大事故防止設

備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しな

いこと，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が同時に喪失しないこと，及び当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能が同時に機能

喪失しないことを確認する。次に，単一の火災によって常設重

大事故防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同

時に喪失しないことを示す。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置していることを示す。 

なお，上記の確認は，重大事故防止設備の各機能について，

火災によって当該設備の機能と，当該設備が代替する機能を有

する設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪失しないこと

を確認することによって，任意の単一火災によって，重大事故

防止設備の機能と設計基準事故対処設備の安全機能が同時に喪

失しないことを示すものである。 

3.1.1．可搬型重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設

備等への影響 

重大事故防止設備のうち可搬型のものを第１表に示す。 
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第１表：可搬型重大事故防止設備（１／３） 第1表 可搬型重大事故防止設備（1／2） 第１表 可搬型重大事故防止設備（１／２） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第１表：可搬型重大事故防止設備（２／３） 

第１表：可搬型重大事故防止設備（３／３） 

第1表 可搬型重大事故防止設備（2／2） 第１表 可搬型重大事故防止設備（２／２） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第１表の設備のうち，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級,A-2 

級），代替原子炉補機冷却系（熱交換器ユニット・大容量送水

車（熱交換器ユニット用）・代替原子炉補機冷却海水ストレー

ナ），スクラバpH 制御装置，可搬型スプレイヘッダ，ホース・

接続口［流路］，大容量送水車（海水取水用），電源車，5 号

炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備，可搬ケーブル，

タンクローリ，ホース[燃料流路]，号炉間電力融通ケーブル（可

搬型）は，6 号及び7 号炉の原子炉建屋，タービン建屋，コン

トロール建屋，廃棄物処理建屋，常設代替交流電源設備等とは

距離的に離れた場所に配備することとしており，これらの設備

に火災が発生しても，各重大事故防止設備が代替する機能を有

する設計基準事故対象設備，6 号及び7 号炉の使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能若しくは注水機能，又は常設重大事故防止設備に

影響を及ぼすおそれはない。すなわち，2.2．(1)②において安

全機能が同時に喪失しないと判断する。（41-3 添付資料３） 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベについては，不燃性材料で構成

され過圧防止の安全弁を設ける等，火災により影響を受けるこ

とは考えにくく，また代替する機能を有する設計基準対象施設

である残留熱除去系（原子炉建屋原子炉区域内），原子炉補機

冷却系（タービン建屋）とは別の原子炉建屋原子炉区域外に分

散配置する設計とする。すなわち，2.2．(1)①並びに②におい

て安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第1表の設備のうち，可搬型代替注水中型ポンプ，可搬型代替

注水大型ポンプ，可搬型スプレイノズル，ホース［流路］，可

搬型代替低圧電源車，可搬型整流器，タンクローリ，可搬型窒

素供給装置，可搬型窒素供給装置用電源車，交流電路及び直流

電路は，原子炉建屋，常設代替高圧電源装置等とは距離的に離

れた場所に配備することとしており，これらの設備に火災が発

生しても，各重大事故防止設備が代替する機能を有する設計基

準事故対象設備，使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機

能，又は常設重大事故防止設備に影響を及ぼすおそれはない。

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

第二弁操作室空気ボンベユニットについては，不燃性材料で

構成された過圧防止の安全弁を設ける等，火災により影響を受

けることは考えにくい。すなわち，2.2.(1)①において，安全機

能が喪失しないと判断する。 

第１表の設備のうち，大量送水車，移動式代替熱交換設備，

移動式代替熱交換設備ストレーナ，大型送水ポンプ車，ホース・

接続口［流路］，可搬型ストレーナ，高圧発電機車，タンクロー

リ，ホース[燃料流路]，第１ベントフィルタ出口水素濃度，緊

急時対策所用発電機，可搬ケーブル，電路は，２号炉の原子炉

建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物，常設代替

交流電源設備等とは距離的に離れた場所に配備することとして

おり，これらの設備に火災が発生しても，各重大事故防止設備

が代替する機能を有する設計基準事故対象設備，使用済燃料貯

蔵槽（燃料プール）の冷却機能若しくは注水機能，又は常設重

大事故防止設備に影響を及ぼすおそれはない。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違及び

配置場所の相違 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

島根2号炉では，耐圧

強化ベントを使用しな

い 

高圧窒素ガスボンベは原子炉建屋    及び    （6 号

炉），又は    及び    （7 号炉）に，逃がし安全弁用可

搬型蓄電池は原子炉建屋    （6 号炉及び7 号炉）に設置さ

れている。一方，当該ボンベが代替する機能を有する設計基準

事故対処設備である自動減圧系の圧縮空気供給機能（駆動用窒

素源）は原子炉格納容器内に設置されている。したがって，高

圧窒素ガスボンベと圧縮空気供給機能（駆動用窒素源）は分散

配置されており，火災により同時に機能喪失することはない。

また，逃がし安全弁用可搬型蓄電池が代替する機能を有する設

計基準対処設備である直流125V 蓄電池A,A-2,B はコントロー

ル建屋    （6 号炉及び7 号炉）に設置されている。したが

って,火災によって逃がし安全弁用可搬型蓄電池と直流125V 蓄

電池A,A-2,B が同時に機能喪失することはない。また，消火設

備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2． 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベは原子炉建屋  

に，非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベは原子炉建屋 

に，逃がし安全弁用可搬型蓄電池は       に，それぞれ

分散して設置する。一方，当該ボンベが代替する機能を有する

設計基準事故対処設備である自動減圧系の圧縮空気供給機能

（駆動用窒素源）は格納容器内に設置されている。したがって，

火災によって非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ及び非常用逃が

し安全弁駆動系高圧窒素ボンベと圧縮空気供給機能（駆動用窒

素源）が同時に機能喪失することはない。また，逃がし安全弁

用可搬型蓄電池が代替する機能を有する設計基準事故対処設備

である125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系は原子炉 

1階に設置されている。したがって，火災によって逃がし安全弁

用可搬型蓄電池と125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系が同時に機能喪失す

ることはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベは原子炉建物２階に，主蒸気

逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は廃棄物処理建物１階に設

置されている。一方，当該ボンベが代替する機能を有する設計

基準事故対処設備である自動減圧系のアキュムレータは原子炉

格納容器内に設置されている。したがって，窒素ガスボンベと

アキュムレータは分散配置されており，火災により同時に機能

喪失することはない。また，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室）が代替する機能を有する設計基準対処設備である

A,B-115V 系蓄電池及び B1－115V 系蓄電池（SA）は 廃棄物処理

建物１階，廃棄物処理建物地下中１階に設置されており，主蒸

気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）とは別の部屋に設置され

ている。したがって，火災によって主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（補助盤室）と A,B-115V 系蓄電池・B1-115V 系蓄電池（SA）

が同時に機能喪失することはない。また，消火設備についても 
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(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第１

図） 

置する。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 

（第1－1～1－5図） 

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②におい

て安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第１図） 

可搬型計測器は，当該計測器が代替する機能を有する設計基

準対象施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備

の計測が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）の電

源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型

代替交流電源設備）が機能喪失した場合にも重要監視パラメー

タ及び重要代替監視パラメータを計測可能なように配備するも

のである。可搬型計測器が代替する機能を有する設計基準対象

施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備の計測

が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）は，重大事

故等対処設備の計装設備及びその代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備のそれぞれにおいて異なる系統として設

計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るとともにケーブル

を電線管に布設することによって，単一の火災によって重大事

故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失しな

いよう設計している。また，可搬型計測器は，当該計測器が代

替する機能を有する設計基準対象施設又は重大事故等対処設備

である各計測器（主要設備の計測が困難となった場合の代替監

視パラメータを含む）の電源設備（非常用交流電源設備，常設

代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備）を配置する火災

区域とは別の火災区域として6 号及び7 号炉の中央制御室に配

置していることから，単一の火災によってそれぞれが同時に機

能喪失することはない。さらに，可搬型計測器は，6 号及び7 号

炉の中央制御室に配置しているものに加え，故障時及び保守点

検による待機除外時のバックアップ用の1 セットを5 号炉原子

炉建屋内緊急時対策所にも配備し，位置的分散を図っている。

また，消火設備についてもそれぞれ分散して配置している。す

なわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中央制御室可搬型陽圧化

空調機用仮設ダクトについては，当該空調機が代替する機能を

有する設計基準事故対処設備である中央制御室換気空調系を設

置する火災区域とは別の火災区域に設置することから，火災に

よって中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中央制御室可搬型陽

圧化空調機用仮設ダクトと中央制御室換気空調系が同時に機能

可搬型計測器は，当該計測器が代替する機能を有する設計基

準対象施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備

の計測が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）の電

源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型

代替交流電源設備）が機能喪失した場合にも重要監視パラメー

タ及び重要代替監視パラメータを計測可能なように配備するも

のである。可搬型計測器が代替する機能を有する設計基準対象

施設又は重大事故等対処設備である各計測器（主要設備の計測

が困難となった場合の代替監視パラメータを含む）は，重大事

故等対処設備の計装設備及びその代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備のそれぞれにおいて異なる系統として設

計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るとともにケーブル

を電線管に布設することによって，単一の火災によって重大事

故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失しな

いよう設計している。また，可搬型計測器は，当該計測器が代

替する機能を有する設計基準対象施設又は重大事故等対処設備

である各計測器（主要設備の計測が困難となった場合の代替監

視パラメータを含む）の電源設備（非常用交流電源設備，常設

代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備）を配置する部屋

とは別の部屋として補助盤室に配置していることから，単一の

火災によってそれぞれが同時に機能喪失することはない。さら

に，可搬型計測器は，補助盤室に配置しているものに加え，故

障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用の1セッ

トを緊急時対策所にも配備し，位置的分散を図っている。また，

消火設備についてもそれぞれ分散して配置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【柏崎6/7】 

島根2号炉では，常設

重大事故防止設備で整

理 
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喪失することはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散

して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が

同時に喪失しないと判断する。（第２図） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の可搬型陽圧化空調機(対

策本部，待機場所)及び可搬型陽圧化空調機用仮設ダクトについ

ては，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部，待機場所）

が6 号及び7 号炉の原子炉建屋・コントロール建屋等と位置的

に分散して設置されていることから，当該空調機の単一の火災

によっても6 号及び7 号炉の原子炉及び使用済燃料プールに影

響を及ぼすおそれはない。なお，5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所の可搬型陽圧化空調機（対策本部，待機場所）及び可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクトは単一の火災に対して予備機を分散

配備することから，火災によって5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部，待機場所）の居住性を確保する機能が喪失す

ることはない。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設

置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に

喪失しないと判断する。（第３図） 

携帯型音声呼出電話設備は6 号及び7 号炉の中央制御室と5 

号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設置しているが，当該設備

が代替する機能を有する設計基準対象施設である送受話器，電

力保安通信用電話設備は廃棄物処理建屋・コントロール建屋に

設置しており，位置的分散が図られていることから，火災によ

って発電所内の通信連絡機能が喪失することはない。 

また，無線連絡設備（可搬型），衛星電話設備（可搬型）に

ついては， 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に設置されている

が，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設である

送受話器，電力保安通信用電話設備は廃棄物処理建屋・コント

ロール建屋に設置しており，位置的分散が図られていることか

ら，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失することはな

い。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置している。

すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。（第４図） 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

携行型有線通話装置は中央制御室及び緊急時対策所内に設置

することとしているが，当該設備が代替する機能を有する設計

基準対象施設である送受話器（ページング），電力保安通信用

電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端末及びＦＡＸ）はサービス建

屋及び事務本館に設置しており，位置的分散が図られているこ

とから，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失すること

はない。 

また，無線連絡設備（携帯型），衛星電話設備（携帯型）に

ついては，緊急時対策所内に保管することとしているが，当該

設備が代替する機能を有する設計基準対象施設である送受話器

（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨ

Ｓ端末及びＦＡＸ）はサービス建屋及び事務本館に設置してお

り，位置的分散が図られていることから，火災によって発電所

内の通信連絡機能が喪失することはない。 

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。 

（第2－1～2－4図） 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

有線式通信設備は廃棄物処理建物に設置しているが，当該設

備が代替する機能を有する設計基準対象施設である所内通信連

絡設備は廃棄物処理建物に設置しており，有線式通信連絡設備

とは別の部屋に設置している。また，電力保安通信用電話設備

は制御室建物に設置しており，位置的分散が図られていること

から，火災によって発電所内の通信連絡機能が喪失することは

ない。 

また，無線通信設備（携帯型），衛星電話設備（携帯型）に

ついては，緊急時対策所に設置されているが，当該設備が代替

する機能を有する設計基準対象施設である所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備は廃棄物処理建物・制御室建物に設置

しており，位置的分散が図られていることから，火災によって

発電所内の通信連絡機能が喪失することはない。また，消火設

備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。（第２

図） 

以上より，単一の火災によって，可搬型重大事故防止設備は，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全機能

・設備の相違

【柏崎6/7】 

島根2号炉では，緩和

設備で整理 
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と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同

時に機能喪失しない。 

６号炉の配置 

第1-1 図：高圧窒素ガスボンベとアキュムレータの配置 

７号炉の配置 

第1-2 図：高圧窒素ガスボンベとアキュムレータの配置 

と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と使用済燃料プールの冷却機能若しく

は注水機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常

設重大事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同

時に機能喪失しない。 

第1－1 図 第二弁操作室空気ボンベユニットの配置 

第1－2図 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ及び自動減圧機能用

アキュムレータの配置

と同時にその機能が損なわれるおそれはない。 

また，当該設備の機能と燃料プールの冷却機能若しくは注水

機能も同時に喪失しない。さらに，当該設備の機能と常設重大

事故防止設備の重大事故対処に必要な機能についても同時に機

能喪失しない。 

第1-1図 逃がし安全弁用窒素ガスボンベとアキュムレータの 

配置 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第1-3図：逃がし安全弁用可搬型蓄電池と直流125V 蓄電池

A,A-2,Bの配置 

第1－3 図 非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベの配置 

第1－4 図 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置 

第1-2図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）と 

A,B-115V系蓄電池，B1-115V系蓄電池(SA)の配置 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第2 図：中央制御室可搬型陽圧化空調機と中央制御室換気空調系

の配置 

図1－5 125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系の配置 
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第3 図：5 号炉原子炉建屋緊急時対策所可搬型換気空調系の配置 
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5 号炉の配置 

6／7 号炉の配置 

第4-1 図：通信連絡設備の配置 

第2－1図 携行型有線通話装置の配置 

第2－2図 送受話器（ページング）の配置 

第２図 通信連絡設備の配置 
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7 号炉の配置 

6 号炉の配置 

第4-2 図：通信連絡設備の配置 

第2－3図 電力保安通信用電話設備の配置 

第2－4図 衛星電話設備（携帯型）の配置 
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3.1.2． 常設重大事故防止設備の火災による設計基準対象施設

への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第２表に示す。 

第２表：常設重大事故防止設備（１／１５） 

3.1.2 常設重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処設備

への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第2－1表に示す。 

第2－1表 常設重大事故防止設備（1／25） 

3.1.2． 常設重大事故防止設備の火災による設計基準事故対処

設備への影響 

重大事故防止設備のうち常設のものを第２表に示す。 

第２表 常設重大事故防止設備（１／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（２／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2－1表 常設重大事故防止設備（2／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（２／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（３／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（3／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（３／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（４／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（4／25） 第２表 常設重大事故防止設備（４／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（５／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（5／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（５／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（６／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（6／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（６／２０） 

 
 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（７／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（7／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（７／２０） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（８／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（8／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（８／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（９／１５） 

 

※1：主要設備の計測が困難となった場合の代替 

監視パラメータ 

※2：「原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），原子炉水

位（SA），原子炉圧力容器温度」を含む 

※3：「高圧代替注水系系統流量，復水補給水系流量(RHR A 系代

替注水流量)，復水補給水系流量(RHR B 系代替注水流量)，

原子炉隔離時冷却系系統流量，高圧炉心注水系系統流量，

残留熱除去系系統流量，原子炉圧力，原子炉圧力（SA），

格納容器圧力（S/C）」を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（9／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（９／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 

 

43-236



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第２表：常設重大事故防止設備（１０／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（10／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１０／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１１／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（11／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１１／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（１２／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（12／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１２／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１３／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（13／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１３／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表：常設重大事故防止設備（１４／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2－1表 常設重大事故防止設備（14／25） 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１４／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第２表：常設重大事故防止設備（１５／１５） 第2－1表 常設重大事故防止設備（15／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１５／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（16／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１６／２０） 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（17／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１７／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（18／25） 第２表 常設重大事故防止設備（１８／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（19／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 常設重大事故防止設備（１９／２０） 

  

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（20／25） 第２表 常設重大事故防止設備（２０／２０） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（21／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

43-248



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第2－1表 常設重大事故防止設備（22／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第2－1表 常設重大事故防止設備（23／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（24／25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第2－1表 常設重大事故防止設備（25／25） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第２表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，海水ストレー

ナ，ストレーナ，スパージャ，海水貯留堰，スクリーン室，取

水路，補機冷却用海水取水路，補機冷却用海水取水槽，スプレ

イヘッダ，クエンチャ，ディフューザ，熱交換器，発火性・引

火性物質を内包しないタンク，復水貯蔵槽，サプレッション・

チェンバ，防火水槽，淡水貯水池，海水取水箇所，原子炉圧力

容器，原子炉格納容器，ラプチャーディスク，使用済燃料プー

ル，遮蔽，遠隔手動弁操作設備，ダクト，ダンパ，アキュムレ

ータ，原子炉建屋ブローアウトパネル，主排気筒（内筒）は金

属等の不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えい

を防止するためのパッキンが装着されている場合でもパッキン

類のシート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は

考えにくいことから，火災発生のおそれはない。また，逃がし

安全弁・真空破壊弁については，原子炉運転中は窒素封入され

た原子炉格納容器内に設置されていることから，火災発生のお

それはない。すなわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失し

ないと判断する。 

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

第2－1表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，スパージャ，

スプレイヘッダ，ストレーナ，クエンチャ，アキュムレータ，

熱交換器，発火性・引火性物質を内包しないタンク，代替淡水

貯槽，西側淡水貯水設備，サプレッション・プール，スキマサ

ージタンク，非常用取水設備，原子炉圧力容器，原子炉格納容

器，使用済燃料プール，遮蔽は金属等の不燃性材料で構築され

ていること，内部の液体の漏えいを防止するためのパッキンが

装着されている場合でもパッキン類のシート面は機器内の液体

と接触しており大幅な温度上昇は考えにくいことから，火災発

生のおそれはない。また，逃がし安全弁・真空破壊弁について

は，原子炉運転中は窒素封入された原子炉格納容器内に設置さ

れていることから，火災発生のおそれはない。すなわち，2.2.(1)

①において安全機能が喪失しないと判断する。

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

第２表の設備のうち，配管，手動弁，逆止弁，海水ストレー

ナ，ストレーナ，スパージャ，低圧原子炉代替注水槽，取水口，

取水管，取水槽，スプレイヘッダ，熱交換器，クエンチャ，発

火性・引火性物質を内包しないタンク，サプレッション・チェ

ンバ，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，燃料プール，第１ベ

ントフィルタスクラバ容器，第１ベントフィルタ銀ゼオライト

容器，圧力開放板，遮蔽，遠隔手動弁操作機構，ダクト，ダン

パ，アキュムレータ，原子炉建物ブローアウトパネルは金属等

の不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えいを防

止するためのパッキンが装着されている場合でもパッキン類の

シート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は考え

にくいことから，火災発生のおそれはない。また，逃がし安全

弁・真空破壊弁については，原子炉運転中は窒素封入された原

子炉格納容器内に設置されていることから，火災発生のおそれ

はない。すなわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失しない

と判断する。 

上記以外の常設重大事故防止設備について，当該設備の機能

と，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設の安全

機能が火災によって同時に喪失しないことを以下に示す。 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

（１） 代替制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能，ほう酸水注入系[44 条]

代替制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能，ほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機

能及び未臨界維持機能を代替するための常設設備であり，当

該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は「原子炉

緊急停止系」である。 

原子炉緊急停止系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，

制御棒駆動機構（水圧駆動），制御棒カップリング，制御棒駆

動機構カップリング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆

動機構ハウジングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉

格納容器内に設置されており，不燃性材料で構成されている

ことから，火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

(1) 代替制御棒挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能及び

ほう酸水注入系［44条］

代替制御棒挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能及

びほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機能及

び未臨界維持機能を代替するための常設設備である。また，

代替制御棒挿入機能が代替する機能を有する設計基準対象施

設は「原子炉緊急停止系」であり，代替再循環系ポンプトリ

ップ機能及びほう酸水注入系が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「原子炉緊急停止系」，「制御棒」及び「制御

棒駆動水圧系水圧制御ユニット」である。 

原子炉緊急停止系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，

制御棒駆動機構，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カッ

プリング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構ハウ

ジングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内

に設置されており，不燃性材料で構成されていることから，

火災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 

（１）代替制御棒挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機

能，ほう酸水注入系[44 条]

代替制御棒挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機

能，ほう酸水注入系は重大事故等時に原子炉の緊急停止機能

及び未臨界維持機能を代替するための常設設備である。また，

代替制御棒挿入機能が代替する機能を有する設計基準対象施

設は「原子炉保護系」であり，代替原子炉再循環ポンプトリ

ップ機能及びほう酸水注入系が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「原子炉保護系」，「制御棒」及び「制御棒駆動

水圧系」である。 

原子炉保護系の機器等のうち，制御棒，制御棒案内管，制

御棒駆動機構，制御棒カップリング，制御棒駆動機構カップ

リング，制御棒駆動機構ラッチ機構，制御棒駆動機構ハウジ

ングについては，原子炉圧力容器内又は原子炉格納容器内に

設置されており，不燃性材料で構成されていることから，火

災により本機能に影響が及ぶおそれはない。 
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また，水圧制御ユニットについては，フェイルセーフ設計

となっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場

合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフ

ラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しス

クラムすることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれ

はない。さらに，万一火災によってケーブルが損傷し，すべ

ての電磁弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電

源を OFF とすることによってスクラム弁を「開」動作しスク

ラムさせることができる。（第 5図）

一方，ほう酸水注入系については原子炉建屋  に設置

されており，未臨界維持機能として同等の機能を有している

制御棒駆動機構（水圧駆動は原子炉建屋    に設置，制御

棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的分散を図り，

火災に対する影響軽減対策を実施している。（第 6，7図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，

過電流による過熱防止対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる２種類の感知器，局所固定式ガス消火設

備並びに消防法に基づく消火設備を設置している。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，ほう酸水注入系のい

ずれかに単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止

機能及び未臨界維持機能すなわち，原子炉緊急停止系と代替

制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，

ほう酸水注入系は同時にすべて喪失することなく確保でき

る。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置してい

る。すなわち，2.2．(1)①②において安全機能が同時に喪失

しないと判断する。 

また，制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットについては，フ

ェイルセーフ設計となっており，火災によって電磁弁のケー

ブルが損傷した場合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロ

ット弁のダイヤフラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁

が「開」動作しスクラムすることから，火災により本機能に

影響が及ぶおそれはない。さらに，万一火災によってケーブ

ルが損傷し，すべての電磁弁が無励磁とならない場合におい

ても，電磁弁の電源をOFFとすることによってスクラム弁を

「開」動作しスクラムさせることができる。 

一方，ほう酸水注入系については原子炉建屋原子炉棟5階に

設置されており，未臨界維持機能として同等の機能を有して

いる制御棒駆動機構（水圧制御ユニットは原子炉建屋原子炉

棟3階に設置，制御棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と

位置的分散を図る設計とする。 

（第3－1，3－2図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用（難

燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保できる代替措置（複

合体）等を含む）及び過電流による過熱防止対策等を講じる

設計とする。また，感知・消火対策として，異なる2種類の感

知器，局所固定式ガス消火設備及び消防法に基づく消火設備

を設置する設計とする。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替再循環系ポンプトリップ機能，ほう酸水注入系のいずれか

に単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止機能及

び未臨界維持機能すなわち，原子炉緊急停止系と代替制御棒

挿入機能，代替再循環系ポンプトリップ機能，ほう酸水注入

系は，同時にすべて喪失することなく確保できる設計とする。

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。 

また，制御棒駆動水圧系については，フェイルセーフ設計

となっており，火災によって電磁弁のケーブルが損傷した場

合，あるいはスクラム弁・スクラムパイロット弁のダイヤフ

ラム等が機能喪失した場合も，スクラム弁が「開」動作しス

クラムすることから，火災により本機能に影響が及ぶおそれ

はない。さらに，万一火災によってケーブルが損傷し，すべ

ての電磁弁が無励磁とならない場合においても，電磁弁の電

源を OFF とすることによってスクラム弁を「開」動作しスク

ラムさせることができる。（第３図）

一方，ほう酸水注入系については原子炉建物３階に設置さ

れており，未臨界維持機能として同等の機能を有している制

御棒駆動機構（制御駆動水圧系は原子炉建物２階に設置，制

御棒駆動機構は原子炉格納容器内に設置）と位置的分散を図

り，火災に対する影響軽減対策を実施している。（第４，５図） 

加えて，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，

過電流による過熱防止対策を講じているとともに，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器，固定式ガス消火設備

並びに消防法に基づく消火設備を設置している。 

以上より，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能は火災

によって影響を受けないことから，代替制御棒挿入機能，代

替原子炉再循環ポンプトリップ機能，ほう酸水注入系のいず

れかに単一の火災が発生した場合でも，原子炉の緊急停止機

能及び未臨界維持機能すなわち，原子炉保護系と代替制御棒

挿入機能，代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，ほう酸水

注入系は同時にすべて喪失することなく確保できる。すなわ

ち，2.2．(1)①②において安全機能が同時に喪失しないと判

断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，局所

ガス消火設備を原子炉

建物オペレーティング

フロアのみに設置
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第5 図：制御棒駆動系，水圧制御ユニットの概要図 

第6 図：ほう酸水注入系の概要図 

第3－1図 制御棒駆動系水圧制御ユニット及びほう酸水注入系の

概要図 

第３図 制御棒駆動系，水圧制御ユニットの概要 

第４図 ほう酸水注入系の概要図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第7 図：ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 

第3－2図 ほう酸水注水系及び制御棒駆動系水圧制御ユニットの

配置 

第５図 ほう酸水注入系と水圧制御ユニットの配置 
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（２） 高圧代替注水系 [45 条]

高圧代替注水系は重大事故等時に炉心に高圧注水するため

の常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「高圧炉心注水系」及び「原子炉隔離時冷却系」

である。 

高圧代替注水系，高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系と

も，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流

による過熱防止対策等を講じている。また，感知・消火対策

として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火困難と

なる場所に固定式ガス消火設備を設置している。さらに，高

圧代替注水系・原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は異な

る区分の火災区域に設置されている。加えて，高圧代替注水

系・原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系はそれぞれ異なる

流路を使用する。（第8,9 図） 

以上より，単一の火災によって高圧代替注水系，原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心注水系の安全機能は同時に喪失するこ

となく確保できる。また，消火設備についてもそれぞれ分散

して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能

が同時に喪失しないと判断する。 

(2) 高圧代替注水系［45条］

高圧代替注水系は重大事故等時に炉心に高圧注水するため

の常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「高圧炉心スプレイ系」及び「原子炉隔離時冷

却系」である。 

高圧代替注水系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷

却系とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用（難

燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保できる代替措置（複

合体）等を含む），過電流による過熱防止対策等を講じる設

計とする。また，感知・消火対策として異なる2種類の感知器

及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火設

備を設置する設計とする。さらに，高圧代替注水系ポンプ，

原子炉隔離時冷却系ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ポンプは

異なる区分の火災区画に設置し，位置的分散を図る設計とす

る。加えて，高圧代替注水系と高圧炉心スプレイ系は，それ

ぞれ異なる流路を使用する設計とする。 

（第4－1，4－2図） 

以上より，単一の火災によって高圧代替注水系と原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の安全機能は，同時に喪

失することなく確保できる設計とする。すなわち，2.2.(1)

②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

（２）高圧原子炉代替注水系[45 条] 

高圧原子炉代替注水系は重大事故等時に炉心に高圧注水す

るための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する

設計基準対象施設は「高圧炉心スプレイ系」及び「原子炉隔

離時冷却系」である。 

高圧原子炉代替注水系，高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離

時冷却系とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使

用，過電流による過熱防止対策等を講じている。また，感知・

消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により

消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置している。

さらに，高圧原子炉代替注水ポンプ・原子炉隔離時冷却ポン

プと高圧炉心スプレイ・ポンプは異なる区分の部屋に設置さ

れている。加えて，高圧原子炉代替注水系・原子炉隔離時冷

却系と高圧炉心スプレイ系はそれぞれ異なる流路を使用す

る。（第６，７図） 

以上より，単一の火災によって高圧原子炉代替注水系，原

子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系の安全機能は同時に

喪失することなく確保できる。すなわち，2.2．(1)②におい

て安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

第8-1 図：高圧代替注水系 系統概略図 第 6-1 図 高圧原子炉代替注水系 系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第8-2 図：原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系 系統概略図 第4－1図 高圧代替注水系，原子炉隔離時冷却系 

及び高圧炉心スプレイ系の系統概略図 

第 6-2 図 原子炉隔離時冷却系 系統概略図 

第 6-3 図 高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第9 図：高圧代替注水系・高圧炉心注水系・原子炉隔離時冷却系 

の配置 

第4－2図 高圧代替注水系，高圧炉心スプレイ注水系 

及び原子炉隔離時冷却系の配置 

第７図 高圧原子炉代替注水系，高圧炉心スプレイ系， 

原子炉隔離時冷却系の配置 
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（３） 原子炉減圧の自動化[46 条]

代替自動減圧機能は重大事故等時に原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するための常設設備であり，当該設備が代替す

る機能を有する設計基準対象施設は「自動減圧系」である。 

代替自動減圧機能，自動減圧系の起動阻止スイッチ，自動

減圧系とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，

過電流による過熱防止対策等を講じている。また，感知・消

火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火

困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置している。 

さらに，代替自動減圧機能と自動減圧系は異なるインター

ロック回路としており，中央制御室の論理回路も異なる制御

盤に設置している。加えて，両者はそれぞれ多重化しており，

区分ごとの伝送器はそれぞれ別の区画に設置しているととも

に，異なる区分のケーブル等については，米国電気電子工学

学会（IEEE）規格384（1992 年版）に準じて，離隔，バリア

又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使用等により分

離している。（第10～12 図） 

逃がし安全弁機能回復のためのAM 用切替装置（SRV）は，

重大事故等時に逃がし安全弁駆動用の直流電源を供給するた

めの常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計

基準対象施設は「直流125V 蓄電池A，A-2，B」である。 

AM 用切替装置（SRV），直流125V 蓄電池A,A-2,B とも，火

災の発生防止対策として主要な構造材への不燃性材料の使

用，過電流による過熱防止対策等を講じている。また，感知・

消火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消

火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置している。さ

らに，AM 用切替装置（SRV）と直流125V 蓄電池A,A-2,B は異

なる区分の火災区域に設置されている。(第12 図) 

以上より，単一の火災によって代替自動減圧機能，自動減

圧系の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。逃が 

(3) 過渡時自動減圧機能［46条］

過渡時自動減圧機能は，重大事故等時に原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するための常設設備であり，当該設備が代

替する機能を有する設計基準対象施設は，「自動減圧系」で

ある。 

過渡時自動減圧機能及び自動減圧系については，火災の発

生防止対策として難燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等

以上の難燃性能を確保できる代替措置（複合体）等を含む）

及び過電流による過熱防止対策等を講じる設計とする。また，

感知・消火対策として，異なる2種類の感知器及び煙の充満に

より消火困難となる場所に局所固定式ガス消火設備を設置す

る設計とする。 

さらに，過渡時自動減圧機能の論理回路は，自動減圧系の

論理回路とは別に設けるとともに，多重化，位置的分散（区

分Ⅰ，Ⅱ）を図る設計とする。検出器（原子炉水位異常低下

（レベル1），残留熱除去系ポンプ吐出圧力確立及び低圧炉心

スプレイ系ポンプ吐出圧力確立）からの入力信号については

共有しているが，自動減圧系と隔離装置を用いて信号を分離

し，自動減圧系への悪影響を与えない設計とする。また，論

理回路からの作動用電磁弁制御信号についても共用している

が，自動減圧系と隔離装置を用いて分離し，自動減圧系への

悪影響を与えない設計とする。 

（第5－1～5－4図） 

以上より，単一の火災によって過渡時自動減圧機能と自動

減圧系の安全機能は，同時に喪失することなく確保できる設 

（３）原子炉減圧の自動化 [46 条] 

代替自動減圧機能は重大事故等時に原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するための常設設備であり，当該設備が代替す

る機能を有する設計基準対象施設は「自動減圧系」である。 

代替自動減圧機能，自動減圧系の起動阻止スイッチ，代替

自動減圧系の起動阻止スイッチ，自動減圧系とも，火災の発

生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防

止対策等を講じている。また，感知・消火対策として異なる

感知方式の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所に

固定式ガス消火設備を設置している。 

さらに，代替自動減圧機能と自動減圧系は異なるインター

ロック回路としており，中央制御室及び補助盤室の論理回路

も異なる制御盤に設置している。加えて，両者はそれぞれ多

重化しており，区分Ⅱの伝送器は耐火間仕切りにより分離し

ているとともに，異なる区分のケーブル等については，米国

電気電子工学学会（IEEE）規格 384（1992 年版）に準じて，

離隔，バリア又はケーブルトレイカバーあるいは電線管の使

用等により分離している。（第８～10 図） 

逃がし安全弁機能回復のための SRV 用電源切替盤は，重大

事故等時に逃がし安全弁駆動用の直流電源を供給するための

常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計基準

対象施設は「A,B-115V 系蓄電池及び B1-115V 系蓄電池（SA）」

である。 

SRV 用電源切替盤，A,B-115V 系蓄電池，B1-115V 系蓄電池

（SA）とも，火災の発生防止対策として主要な構造材への不

燃性材料の使用，過電流による過熱防止対策等を講じている。

また，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙

の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設

置している。さらに，SRV 用電源切替盤と A,B-115V 系蓄電池，

B1-115V 系蓄電池(SA)は異なる部屋に設置されている。（第 10

図） 

以上より，単一の火災によって代替自動減圧機能，自動減

圧系の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。逃が 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

島根2号炉では，区分

ごとの伝送器（原子炉

水位検出器）は同区分

に設置されているた

め，異区分の伝送器を

耐火間仕切り等により

分離 

・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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し安全弁機能回復についても同時に喪失することなく確保で

きる。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置して

いる。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失

しないと判断する。 

計とする。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置

する設計とする。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同

時に喪失しないと判断する。 

し安全弁機能回復についても同時に喪失することなく確保で

きる。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置して

いる。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失

しないと判断する。 

第10-1 図：自動減圧系と代替自動減圧系ロジック概要図 第5－1図 自動減圧系及び過渡時自動減圧系の論理回路概要図 第 8-1 図 自動減圧系と代替自動減圧系のロジック概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第10-2 図：信号の分離について 第 8-2 図 信号の分離 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉 代替自動減圧系伝送器配置図 

7 号炉 代替自動減圧系伝送器配置図 

第11 図：代替自動減圧系の伝送器の配置 

第5－2図 過渡時自動減圧系の伝送器の配置 

第5－3図 過渡時自動減圧系の伝送器の配置 

第９図 代替自動減圧系伝送器の配置 

第 10-1 図 代替自動減圧系・自動減圧系の中央制御室・補助盤室 

における配置 

43-263



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

6／7 号炉 中央制御室配置図 

第12-1 図：代替自動減圧系・自動減圧系の中央制御室における

配置 

第12-2 図：直流125V 蓄電池A,A-2,B の配置 

第5－4図 過渡時自動減圧系・自動減圧系の中央制御室における 

配置 

第 10-2 図 SRV 用電源切替盤と A,B-115V 系蓄電池, 

B1-115V 系蓄電池(SA)の配置 
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（４） 低圧代替注水系（常設）[47 条]

低圧代替注水系（常設）は重大事故等時に炉心に低圧注水

するための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有す

る設計基準対象施設は「残留熱除去系（低圧注水モード）」

である。（第13 図） 

低圧代替注水系（常設）の主要設備を第3 表に示す。 

第3 表 低圧代替注水系（常設）の主要設備について（例：7 号

炉） 

(4) 低圧代替注水系（常設）［47条］

低圧代替注水系（常設）は，重大事故等時に炉心に低圧注

水するための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有

する設計基準対象施設は，「残留熱除去系（低圧注水系）」

及び「低圧炉心スプレイ系」である。 

（第6－1図） 

低圧代替注水系（常設）の主要設備を第2－2表に示す。 

第2－2表 低圧代替注水系（常設）の主要設備について 

（４）低圧原子炉代替注水系（常設）[47 条] 

低圧原子炉代替注水系（常設）は重大事故等時に炉心に低

圧注水するための常設設備であり，当該設備が代替する機能

を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（低圧注水モー

ド）」及び「低圧炉心スプレイ系」である。（第 11図） 

低圧原子炉代替注水系（常設）の主要設備を第３表に示す。 

第３表 低圧原子炉代替注水系（常設）の主要設備について 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設

備の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

低圧代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧注水モード）

とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電

流による過熱防止対策を講じている。また，感知・消火対策

として異なる2 種類の感知器及び煙の充満により消火困難と

なる場所には固定式ガス消火設備を設置している。 

低圧代替注水系（常設）のポンプ（復水移送ポンプ）は廃

棄物処理建屋に設置，残留熱除去系（低圧注水モード）のポ

ンプ（残留熱除去系ポンプ）は原子炉建屋に設置されており，

位置的分散を図っている。（第14 図） 

低圧代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧注水系）及

び低圧炉心スプレイ系は，発生防止として難燃ケーブルの使

用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保できる代替措

置（複合体）等を含む）及び過電流による過熱防止対策等を

講じる設計とする。また，感知・消火対策としては異なる2

種類の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所には固

定式のガス消火設備を設置する設計とする。 

低圧代替注水系（常設）のポンプ（常設低圧代替注水系ポ

ンプ）については，地下式の常設低圧代替注水系ポンプ室に

設置し，残留熱除去系のポンプ（残留熱除去系ポンプ）につ

いては，原子炉建屋原子炉棟に設置することにより位置的分

散を図る設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧注水モ

ード），低圧炉心スプレイ系とも，火災の発生防止対策として

難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止対策を講じてい

る。また，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及

び煙の充満により消火困難となる場所には固定式ガス消火設

備を設置している。 

低圧原子炉代替注水系（常設）のポンプ（低圧原子炉代替

注水ポンプ）は原子炉建物外の低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽に設置，残留熱除去系（低圧注水モード）のポンプ（残

留熱除去ポンプ）及び低圧炉心スプレイ系のポンプ（低圧炉

心スプレイ・ポンプ）は原子炉建物に設置されており，位置

的分散を図っている。（第 12図） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設

備の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設 

備の相違 
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低圧代替注水系（常設）は，第15 図のとおり屋外に設置す

る第一ガスタービン発電機から代替所内電気設備を経由し，

残留熱除去系（低圧注水モード）は，第15 図のとおり原子炉

建屋1 階に設置する非常用ディーゼル発電機から非常用所内

電気設備を経由して電源を受電できる設計としており，第一

ガスタービン発電機と非常用ディーゼル発電機，代替所内電

気設備と非常用所内電気設備とは，それぞれ位置的分散を図

っている。また，低圧代替注水系（常設）使用時の機器への

電路と残留熱除去系（低圧注水モード）使用時の機器への電

路とは，米国電気電子工学学会（IEEE）規格384（1992 年版）

の分離距離を確保することにより独立性を有する設計とす

る。（第15 図） 

以上より，単一の火災によって低圧代替注水系（常設）と

残留熱除去系（低圧注水モード）の安全機能は同時に喪失す

ることなく確保できる。また，消火設備についてもそれぞれ

分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安全

機能が同時に喪失しないと判断する。 

低圧代替注水系（常設）は，第6－2図のとおり屋外に設置

する常設代替交流電源設備から代替所内電源設備を経由し，

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）は，第6

－2図のとおり原子炉建屋付属棟地下１階に設置する非常用

ディーゼル発電機から非常用所内電気設備を経由して電源を

受電できる設計とし，常設代替高圧電源装置と非常用ディー

ゼル発電機及び代替所内電気設備と非常用所内電気設備と

は，それぞれ位置的分散を図る設計とする。また，低圧代替

注水系（常設）使用時の機器への電路と低圧炉心スプレイ系

及び残留熱除去系（低圧注水系）使用時の機器への電路とは，

米国電気電子工学学会規格（IEEE384）の分離距離等を確保す

ることにより独立性を有する設計とする。 

（第6－2～6－4図） 

以上より，単一の火災によって低圧代替注水系（常設）と

残留熱除去系（低圧注水系）の安全機能は，同時に喪失する

ことなく確保できる設計とする。また，消火設備についても

それぞれ分散して設置する設計とする。すなわち，2.2(1)②

において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，第 13 図のとおりガスタ

ービン発電機建物に設置するガスタービン発電機から代替所

内電気設備を経由し，残留熱除去系（低圧注水モード）及び

低圧炉心スプレイ系は，第 13図のとおり原子炉建物地下２階

に設置する非常用ディーゼル発電機から非常用所内電気設備

を経由して電源を受電できる設計としており，ガスタービン

発電機と非常用ディーゼル発電機，代替所内電気設備と非常

用所内電気設備とは，それぞれ位置的分散を図っている。ま

た，低圧原子炉代替注水系（常設）使用時の機器への電路と

残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系使

用時の機器への電路とは，米国電気電子工学学会（IEEE）規

格 384（1992 年版）の分離距離を確保することにより独立性

を有する設計とする。（第 13図） 

以上より，単一の火災によって低圧原子炉代替注水系（常

設）と残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレ

イ系の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，

消火設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわ

ち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断

する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設

備の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設

備の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 炉型の違いによる設

備の相違 

第13 図 低圧代替注水系（常設）と残留熱除去系（低圧注水 

モード）の系統概略図

第6－1図 低圧代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧注水系）

及び低圧炉心スプレイ系の系統概略図 

第 11図 低圧原子炉代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧 

注水モード）及び低圧炉心スプレイ系の系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉の配置 

7 号炉の配置 

第14 図 低圧代替注水系（常設）と残留熱除去系（低圧注水 

モード）の配置

第6－2図 低圧代替注水系（常設），残留熱除去系（低圧注水系） 

及び低圧炉心スプレイ系の配置 

第 12図 低圧原子炉代替注水系（常設）と残留熱除去系（低圧 

注水モード）及び低圧炉心スプレイ系の配置 
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第15-1 図 単線結線図（6 号炉） 

第15-2 図 単線結線図（7 号炉） 

第6－3図 電源構成図（交流電源）（1／2） 

第6－4図 電源構成図（交流電源）（2／2） 

第 13 図 単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（５） 代替原子炉補機冷却系[48 条]

代替原子炉補機冷却系は重大事故等時に最終ヒートシンク

へ熱を輸送するための重大事故防止設備であり，当該設備が

代替する機能を有する設計基準対象施設は「原子炉補機冷却

系」及び「原子炉補機冷却海水系」である。（第16 図） 

代替原子炉補機冷却系の主要設備を第４表に示す。 

第４表 代替原子炉補機冷却系の主要設備 

代替原子炉補機冷却系の常設のもののうち，配管・手動弁・

サージタンク，残留熱除去系熱交換器については，不燃性材

料で構成されていることから，火災発生のおそれはない。す

なわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失しないと判断す

る。 

代替原子炉補機冷却系及び原子炉補機冷却系，原子炉補機

冷却海水系とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの

使用，過電流による過熱防止対策を講じる。また，感知・消

火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火

困難となる場所には固定式ガス消火設備を設置する。さらに，

原子炉補機冷却系，原子炉補機冷却海水系は３区分に分離し

て位置的分散を図っている。（第17 図） 

また，代替原子炉補機冷却系は，可搬型の熱交換器ユニッ

ト，大容量送水車（熱交換器ユニット用）で構成しており，

(5) 緊急用海水系［48 条］

緊急用海水系は重大事故等時に最終ヒートシンクへ熱を輸

送するための重大事故防止設備であり，当該設備が代替する

機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系海水系」で

ある。 

（第7－1図） 

緊急用海水系の主要設備を第2－3表に示す。 

第2－3表 緊急用海水系の主要設備 

緊急用海水系のうち，配管・手動弁，残留熱除去系熱交換

器については，不燃性材料で構成されていることから，火災

発生のおそれはない。 

緊急用海水系，残留熱除去系海水系は，発生防止として難

燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確

保できる代替措置（複合体）等を含む）及び過電流による過

熱防止対策等を講じる設計とする。また，感知・消火対策と

しては異なる2種類の感知器及び煙の充満により消火困難と

なる場所には固定式のガス消火設備を設置する設計とする。 

緊急用海水ポンプについては，地下式の緊急用海水ポンプ

ピットに設置し，残留熱除去系海水系ポンプについては，屋

外開放の海水ポンプ室に安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ及びⅢのポ

ンプを2区分に分離して設置することにより位置的分散を図

る設計とする。 

また，緊急用海水系は，緊急用海水ポンプ，配管・弁及び

残留熱除去熱交換器で構成し，地下埋設の格納槽に設置する 

（５）原子炉補機代替冷却系[48 条] 

原子炉補機代替冷却系は重大事故等時に最終ヒートシンク

へ熱を輸送するための重大事故防止設備であり，当該設備が

代替する機能を有する設計基準対象施設は「原子炉補機冷却

系（原子炉補機海水系を含む。）」である。（第 14図） 

原子炉補機代替冷却系の主要設備を第４表に示す。 

第４表 原子炉補機代替冷却系の主要設備 

原子炉補機代替冷却系の常設のもののうち，配管・手動弁・

サージタンク，残留熱除去系熱交換器については，不燃性材

料で構築されていることから，火災発生のおそれはない。す

なわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失しないと判断す

る。 

原子炉補機代替冷却系及び原子炉補機冷却系（原子炉補機

海水系を含む。）とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブ

ルの使用，過電流による過熱防止対策を講じる。また，感知・

消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により

消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置する。さら

に，原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）は２区分

に分離して位置的分散を図っている。（第 14図） 

また，原子炉補機代替冷却系は，可搬型の移動式代替熱交

換設備，大型送水ポンプ車で構成しており，車輌で原子炉施 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 
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車輌で原子炉施設の近傍に運搬し，同時に運搬する電源車か

ら電源を供給する設計としていることから，原子炉補機冷却

系，原子炉補機冷却海水系の機器の電路へ影響を及ぼさない

設計とする。 

以上より，単一の火災によって代替原子炉補機冷却系及び

原子炉補機冷却系，原子炉補機冷却海水系の安全機能は同時

に喪失することなく確保できる。また，消火設備についても

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②にお

いて安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

設計とすることから，残留熱除去系海水系の機器の電路へ影

響を及ぼさない設計とする。 

（第7－2～7－4図） 

以上より，単一の火災によって緊急用海水系と残留熱除去

系海水系の安全機能は，同時に喪失することなく確保できる

設計とする。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に

喪失しないと判断する。 

設の近傍に運搬し，ガスタービン発電機建物に設置するガス

タービン発電機から代替所内電気設備を経由し電源を供給す

る設計としていることから，原子炉補機冷却系（原子炉補機

海水系を含む。）の機器の電路へ影響を及ぼさない設計とす

る。 

以上より，単一の火災によって原子炉補機代替冷却系及び

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）の安全機能は

同時に喪失することなく確保できる。また，消火設備につい

てもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②

において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

第7－1図 緊急用海水系系統概要図 第 14-1 図 原子炉補機代替冷却系 系統概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第17-1 図：原子炉補機冷却系，原子炉補機冷却海水系の配置 

（6 号炉） 

第7－2図 残留熱除去系海水系の配置 

第 14-2 図 原子炉補機冷却系 

（原子炉補機海水系を含む。）の配置 
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第17-2 図：原子炉補機冷却系，原子炉補機冷却海水系の配置 

（7 号炉） 

第7－3 図 電源構成図（交流電源）（1／2） 

第7－4図 電源構成図（交流電源）（2／2） 

第 15 図 単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（６） 耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置 [48，50 条]

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置は重大事故等

時に原子炉格納容器内を冷却するための常設設備であり，当

該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は「残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却モード）」及び「原子炉補機

冷却系」である。（第18,19 図） 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置の主要設備を

第５表に示す。 

第５表 耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置の主要設備 

（例：7 号炉） 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置，残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却モード）及び原子炉補機冷却系と

も，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流

による過熱防止対策を講じる。また，感知・消火対策として

異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火困難となる場

所には固定式ガス消火設備を設置する。 

耐圧強化ベント系，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

モード）は原子炉建屋に設置，原子炉補機冷却系はタービン

建屋に設置，格納容器圧力逃がし装置は屋外に設置されてお

(6) 耐圧強化ベント系及び格納容器圧力逃がし装置［48条］

耐圧強化ベント系及び格納容器圧力逃がし装置は重大事故

等時に原子炉格納容器内を冷却するための常設設備であり，

当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は「残留

熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）」である。 

（第8－1，8－2図） 

耐圧強化ベント系及び格納容器圧力逃がし装置の主要設備

を第2－4表に示す。 

第2－4表 耐圧強化ベント系及び格納容器圧力逃がし装置の 

主要設備について 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置及び残留熱除

去系（格納容器スプレイ冷却系）は，発生防止として難燃ケ

ーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保で

きる代替措置（複合体）等を含む）及び過電流による過熱防

止対策等を講じる設計とする。また，感知・消火対策として

は異なる2種類の感知器及び煙の充満により消火困難となる

場所には固定式のガス消火設備を設置する設計とする。 

耐圧強化ベント系及び残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）は，原子炉建屋原子炉棟に設置することにより，及び

格納容器圧力逃がし装置は，原子炉建屋外に設置することに

（６）格納容器フィルタベント系[48 条] 

格納容器フィルタベント系は重大事故等時に原子炉格納容

器内を冷却するための常設設備であり，当該設備が代替する

機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（格納容器

冷却モード）」である。（第 16図） 

格納容器フィルタベント系の主要設備を第５表に示す。 

第５表 格納容器フィルタベント系の主要設備 

格納容器フィルタベント系及び残留熱除去系（格納容器冷

却モード）とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの

使用，過電流による過熱防止対策を講じる。また，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により消

火困難となる場所には固定式ガス消火設備を設置する。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は原子炉建物に設置，

格納容器フィルタベント系は第１ベントフィルタ格納槽に設

置されており，位置的分散を図るとともに，格納容器フィル
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り，位置的分散を図るとともに，格納容器圧力逃がし装置の

ケーブルは電線管に敷設しており，他の系統のケーブルと分

離している。（第20,21 図） 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置の電動弁は，

第一ガスタービン発電機から非常用所内電気設備または代替

所内電気設備を経由し電源を受電している。一方，電源が喪

失した場合を想定し，人力の遠隔手動弁操作設備にて開閉操

作が可能な設計とする。操作は原子炉建屋原子炉区域外で実

施可能な設計とし，原子炉建屋原子炉区域内に設置した電動

弁とは位置的分散を図る。 

また，電磁弁については第一ガスタービン発電機から代替

所内電気設備を経由し電源を受電している。一方，原子炉建

屋原子炉区域外に遠隔空気作動弁操作設備を設け，中央制御

室からの遠隔もしくは手動による開閉操作が可能な設計と

し，位置的分散を図る。（第22 図） 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置のドレン移送

ポンプ及び監視計器は,屋外に設置する第一ガスタービン発

電機から代替所内電気設備を経由し，残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却モード）は，第23 図のとおり原子炉建屋１階

に設置する非常用ディーゼル発電機から非常用所内電気設備

を経由して電力を受電できる設計としており，ガスタービン

発電機と非常用ディーゼル発電機，代替所内電気設備と非常

用所内電気設備とは，それぞれ位置的分散を図っている。ま

た，耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置使用時の機

器への電路と残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）

使用時の機器への電路とは，米国電気電子工学学会（IEEE）

規格384（1992 年版）の分離距離を確保することにより独立

性を有する設計とする。（第23 図） 

以上より，単一の火災によって耐圧強化ベント系，格納容

器圧力逃がし装置，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モ

ード）及び原子炉補機冷却系の安全機能は同時に喪失するこ

となく確保できる。また，消火設備についてもそれぞれ分散

して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安全機能

が同時に喪失しないと判断する。 

より位置的分散を図る設計とするとともに，格納容器圧力逃

がし装置のケーブルは，電線管に布設して他の系統のケーブ

ルへ影響を及ぼさない設計とする。

（第8－3～8－6図） 

耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置の電動弁及び

電磁弁は，常設代替高圧電源装置から代替所内電気設備を経

由し電源を受電する。一方，電源が喪失した場合を想定し，

作動原理の異なる多様性を有した駆動方式である人力にて開

閉操作が可能な設計とする。 

耐圧強化ベント系及び格納容器圧力逃がし装置のドレンポ

ンプ及び監視計器は，屋外に設置する常設代替高圧電源装置

から代替所内電気設備を経由し，残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）は，原子炉建屋原子炉棟地下１階に設置する

非常用ディーゼル発電機から非常用所内電気設備を経由して

電力を受電できる設計とすることで，常設代替高圧電源装置

と非常用ディーゼル発電機及び代替所内電気設備と非常用所

内電気設備とは，それぞれ位置的分散を図る設計とする。ま

た，耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置使用時の機

器への電路と格納容器スプレイ冷却系使用時の機器への電路

とは，米国電気電子工学学会規格（IEEE384）の分離距離等を

確保することにより独立性を有する設計とする。 

（第8－7，8－8図） 

以上より，単一の火災によって耐圧強化ベント系，格納容

器圧力逃がし装置及び残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

系）の安全機能は，同時に喪失することなく確保できる設計

とする。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置す

る設計とする。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時

に喪失しないと判断する。 

タベント系のケーブルは電線管に布設しており，他の系統の

ケーブルと分離している。（第 17 図）

格納容器フィルタベント系の電動弁は，ガスタービン発電

機又は高圧発電機車から代替所内電気設備を経由し電源を受

電している。一方，電源が喪失した場合を想定し，人力の遠

隔手動弁操作機構にて開閉操作が可能な設計とする。操作は

原子炉建物付属棟で実施可能な設計とし，原子炉建物原子炉

棟内に設置した電動弁とは位置的分散を図る。（第 18図） 

格納容器フィルタベント系の監視計器は,ガスタービン発

電機建物に設置するガスタービン発電機から代替所内電気設

備を経由し，残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，第 19

図のとおり原子炉建物地下２階に設置する非常用ディーゼル

発電機から非常用所内電気設備を経由して電力を受電できる

設計としており，ガスタービン発電機と非常用ディーゼル発

電機，代替所内電気設備と非常用所内電気設備とは，それぞ

れ位置的分散を図っている。また，格納容器フィルタベント

系使用時の機器への電路と残留熱除去系（格納容器冷却モー

ド）使用時の機器への電路とは，米国電気電子工学学会（IEEE）

規格 384（1992 年版）の分離距離を確保することにより独立

性を有する設計とする。（第 19図） 

以上より，単一の火災によって格納容器フィルタベント系

及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）の安全機能は同時

に喪失することなく確保できる。また，消火設備についても

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②にお

いて安全機能が同時に喪失しないと判断する。 
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第18 図：耐圧強化ベント系 系統概要図 

第19 図：格納容器圧力逃がし装置 系統概要図 

第8－1図 耐圧強化ベント系 系統概要図 

第8－2図 格納容器圧力逃がし装置 系統概要図 第 16図 格納容器フィルタベント系 系統概要図 
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第20-1 図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）， 

耐圧強化ベント系の配置（6 号炉）（１／２） 

第20-2 図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）， 

耐圧強化ベント系の配置（6 号炉）（２／２） 

第8－3図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び 

耐圧強化ベント系の配置（1／4） 

第8－4図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び 

耐圧強化ベント系の配置（2／4） 

第 17-1 図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）， 

格納容器フィルタベント系の配置（１／３） 
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第21-1 図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）， 

耐圧強化ベント系の配置（7 号炉）（１／２） 

第21-2 図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）， 

耐圧強化ベント系の配置（7 号炉）（２／２） 

第8－5図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び 

耐圧強化ベント系の配置（3／4） 

第8－6図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び 

耐圧強化ベント系の配置（4／4） 

第 17-2 図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）， 

格納容器フィルタベント系の配置（２／３） 
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第22 図：耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし装置，残留熱 

除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の配置 

第 17-3 図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）， 

格納容器フィルタベント系の配置（３／３） 

第 18図 格納容器フィルタベント系の配置 
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第23-1 図：単線結線図（6 号炉） 

第23-2 図：単線結線図（7 号炉） 

第8－7 図 電源構成図（交流電源）（1／2） 

第8－8図 電源構成図（交流電源）（2／2） 

第 19 図 単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（７） 代替格納容器スプレイ冷却系 （常設）[49 条]

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は重大事故等時に原

子炉格納容器内を冷却するための設備であり，当該設備が代

替する機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却モード）」である。（第24 図） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の主要設備を第６表

に示す。 

第６表 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の主要設備 

（例：7 号炉） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設），残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却モード）とも，火災の発生防止対策とし

て難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止対策を講じて

いる。また，感知・消火対策として異なる２種類の感知器及

び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備

を設置している。さらに，代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）のポンプは廃棄物処理建屋に設置，残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却モード）のポンプは原子炉建屋に設置して

おり，位置的分散を図る。（第25 図） 

(7) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）［49条］

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は重大事故等時に原

子炉格納容器内を冷却するための常設設備であり，当該設備

が代替する機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）」である。 

（第9－1図） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の主要設備を第2－5

表に示す。 

第2－5表 代替格納容器スプレイ冷却系の主要設備について 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）とも，火災の発生防止対策として難

燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確

保できる代替措置（複合体）等を含む），過電流による過熱

防止対策等を講じる設計とする。また，感知・消火対策とし

ては異なる2種類の感知器及び煙の充満により消火困難とな

る場所には固定式のガス消火設備を設置する設計とする。さ

らに，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）のポンプは地下

に埋設された常設低圧代替注水系ポンプ室内に設置し，残留

熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のポンプは原子炉建屋

（７）格納容器代替スプレイ系（常設）[49 条] 

格納容器代替スプレイ系（常設）は重大事故等時に原子炉

格納容器内を冷却するための設備であり，当該設備が代替す

る機能を有する設計基準事故対処設備は「残留熱除去系（格

納容器冷却モード）」である。（第 20図） 

格納容器代替スプレイ系（常設）の主要設備を第６表に示

す。 

第６表 代替格納容器スプレイ冷却系の主要設備について 

格納容器代替スプレイ系（常設），残留熱除去系（格納容器

冷却モード）とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブル

の使用，過電流による過熱防止対策を講じている。また，感

知・消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満に

より消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置してい

る。さらに，格納容器代替スプレイ系（常設）のポンプは原

子炉建物外の低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に設置，残留

熱除去系（格納容器冷却モード）のポンプは原子炉建物に設

置しており，位置的分散を図る。（第 21図） 

・設備の相違
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【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 
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代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，第26 図のとおり

屋外に設置する第一ガスタービン発電機から代替所内電気設

備を経由し，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）

は，第26 図のとおり原子炉建屋１階に設置する非常用ディー

ゼル発電機から非常用所内電気設備を経由して電源を受電で

きる設計としており，第一ガスタービン発電機と非常用ディ

ーゼル発電機，代替所内電気設備と非常用所内電気設備とは，

それぞれ位置的分散を図っている。また，低圧代替注水系使

用時の機器への電路と残留熱除去系（低圧注水モード）使用

時の機器への電路とは，米国電気電子工学学会（IEEE）規格

384（1992 年版）の分離距離を確保することにより，独立性

を有する設計とする。（第26 図） 

以上より，単一の火災によって代替格納容器スプレイ冷却

系（常設），残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）

の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，消

火設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第24 図：代替格納容器スプレイ冷却系（常設）と残留熱除去系 

（格納容器スプレイ冷却モード）の系統概略図 

原子炉棟に設置することで，位置的分散を図る設計とする。 

（第9－2図） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，第9－3図のとお

り屋外に設置する常設代替高圧電源装置から代替所内電気設

備を経由し，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，

第9－3図のとおり原子炉建屋付属棟地下１階に設置する非常

用ディーゼル発電機から非常用所内電気設備を経由して電源

を受電できる設計とすることで，常設代替高圧電源装置と非

常用ディーゼル発電機及び代替所内電気設備と非常用所内電

気設備とは，それぞれ位置的分散を図る設計とする。また，

代替格納容器スプレイ冷却系使用時の機器への電路と残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却系）使用時の機器への電路と

は，米国電気電子工学学会規格（IEEE384）の分離距離等を確

保することにより独立性を有する設計とする。 

（第9－3，9－4図） 

以上より，単一の火災によって代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）及び残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の

安全機能は，同時に喪失することなく確保できる設計とする。

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと

判断する。 

第9－1図 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び残留熱除去系 

（格納容器スプレイ冷却系）の系統概略図 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，第 22 図のとおりガス

タービン発電機建物に設置するガスタービン発電機から代替

所内電気設備を経由し，残留熱除去系（格納容器冷却モード）

は，第 22 図のとおり原子炉建物地下２階に設置する非常用デ

ィーゼル発電機から非常用所内電気設備を経由して電源を受

電できる設計としており，ガスタービン発電機と非常用ディ

ーゼル発電機，代替所内電気設備と非常用所内電気設備とは，

それぞれ位置的分散を図っている。また，格納容器代替スプ

レイ系（常設）使用時の機器への電路と残留熱除去系（格納

容器冷却モード）使用時の機器への電路とは，米国電気電子

工学学会（IEEE）規格 384（1992 年版）の分離距離を確保す

ることにより，独立性を有する設計とする。（第 22 図） 

以上より，単一の火災によって格納容器代替スプレイ系（常

設），残留熱除去系（格納容器冷却モード）の安全機能は同時

に喪失することなく確保できる。また，消火設備についても

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②にお

いて安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第 20図 格納容器代替スプレイ系（常設）と残留熱除去系 

（格納容器冷却モード）の系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第25-1 図：代替格納容器スプレイ冷却系（常設）， 残留熱 

除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の配置（6 号炉） 

第25-2 図：代替格納容器スプレイ冷却系（常設），残留熱 

除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の配置（7 号炉） 

第9－2 図 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の配置 

第 21図 格納容器代替スプレイ系（常設）と残留熱除去系 

（格納容器冷却モード）の配置 

43-282



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第26-1 図：単線結線図（6 号炉） 

第26-2 図：単線結線図（7 号炉） 

第9－3 図 電源構成図（交流電源）（1／2） 

第9－4図 電源構成図（交流電源）（2／2） 

第22図 単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（８） 燃料プール代替注水系 （可搬型）[54 条]

燃料プール代替注水系（可搬型）は重大事故等時に使用済

燃料プールを冷却するための重大事故防止設備であり，当該

設備を代替する機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除

去系（燃料プール水の冷却及び補給）」及び「燃料プール冷

却浄化系」である。 

燃料プール代替注水系（可搬型）の常設のもののうち，配

管・手動弁・スプレイヘッダについては，不燃性材料で構築

されていることから，火災発生のおそれはない。すなわち，

2.2．(1)①において安全機能が喪失しないと判断する。 

燃料プール代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（燃料

プール水の冷却及び補給）とも，火災の発生防止対策として

難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止対策等を講じる。

また，感知・消火対策として異なる２種類の感知器及び煙の

充満により消火困難となる場所には固定式ガス消火設備を設

置する。さらに，燃料プール代替注水系（可搬型）と残留熱

除去系はそれぞれ異なる流路を使用する。（第27 図） 

以上より，単一の火災によって燃料プール代替注水系（可

搬型）及び残留熱除去系（燃料プール水の冷却及び補給）の

安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，消火

設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第27-1 図：燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダによる注

水の場合）の系統概略図 

（８）燃料プールスプレイ系[54 条] 

燃料プールスプレイ系は重大事故等時に燃料プールを冷却

するための重大事故防止設備であり，当該設備を代替する機

能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（燃料プール

冷却及び補給）」及び「燃料プール冷却系」である。 

燃料プールスプレイ系の常設のもののうち，配管，手動弁，

スプレイヘッダについては，不燃性材料で構築されているこ

とから，火災発生のおそれはない。すなわち，2.2．(1)①に

おいて安全機能が喪失しないと判断する。 

燃料プールスプレイ系及び残留熱除去系（燃料プール冷却

及び補給）とも，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの

使用，過電流による過熱防止対策等を講じる。また，感知・

消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により

消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置する。さら

に，燃料プールスプレイ系と残留熱除去系（燃料プール冷却

及び補給）はそれぞれ異なる流路を使用する。（第 23図） 

以上より，単一の火災によって燃料プールスプレイ系及び

残留熱除去系（燃料プール冷却及び補給）の安全機能は同時

に喪失することなく確保できる。また，消火設備についても

それぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②にお

いて安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第27-2 図：燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダによる 

スプレイの場合）の系統概略図

第27-3 図：燃料プール代替注水系（可搬スプレイヘッダによる 

注水の場合）の系統概略図 

第23-1 図 燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダによる 

スプレイの場合）の系統概略図

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第27-4 図：燃料プール代替注水系（可搬スプレイヘッダによる 

スプレイの場合）の系統概略図

第27-5 図：残留熱除去系（燃料プール水の冷却及び補給）の 

系統概略図 

第 23-2 図 燃料プールスプレイ系（可搬スプレイノズルによる 

注水の場合）の系統概略図 

第 23-3 図 残留熱除去系（燃料プール冷却及び補給）の 

系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（９） 燃料プール冷却浄化系 [54 条]

燃料プール冷却浄化系は重大事故等時に使用済燃料プール

を冷却するための重大事故防止設備であり，当該設備を代替

する機能を有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（燃料

プール水の冷却及び補給）」である。（第28 図） 

燃料プール冷却浄化系の主要設備を第７表に示す。 

第７表 燃料プール冷却浄化系の主要設備 

燃料プール冷却浄化系のうち，熱交換器，配管・手動弁・

タンク，ディフューザについては，不燃性材料で構築されて

いることから，火災発生のおそれはない。また，電動弁につ

いては，火災によって遠隔操作機能が喪失した場合において

も，使用済燃料プールの水位低下には時間的余裕があること

から，手動操作等により機能を復旧することが可能である。

すなわち，2.2．(1)①において安全機能が喪失しないと判断

する。 

燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系とも，火災の発生

防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止

対策等を講じる。また，感知・消火対策として異なる２種類

の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所には固定式

ガス消火設備を設置する。 

燃料プール冷却浄化系ポンプと残留熱除去系ポンプは原子

炉建屋に設置されており，位置的分散を図っている。（第29 

図） 

以上より，単一の火災によって燃料プール冷却浄化系及び残留

熱除去系の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，

消火設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

(8) 代替燃料プール注水系及び代替燃料プール冷却系［54条］

代替燃料プール注水系及び代替燃料プール冷却系は，重大

事故等時に使用済燃料プールを冷却するための重大事故防止

設備であり，当該設備を代替する機能を有する設計基準対象

施設は，「残留熱除去系（使用済燃料プール水の冷却及び補

給）」及び「燃料プール冷却浄化系」である。 

（第10－1～10－3図） 

代替燃料プール注水系の常設のもののうち，常設低圧代替

注水系ポンプ，配管，手動弁及び常設スプレイヘッダについ

ては，不燃性材料で構築されていることから，火災発生のお

それはない。代替燃料プール冷却系の常設のもののうち，代

替燃料プール冷却系ポンプ，代替燃料プール冷却系熱交換器，

配管，手動弁，ストレーナ及びスキマサージタンクについて

は，不燃性材料で構築されていることから，火災発生のおそ

れはない。 

代替燃料プール注水系，代替燃料プール冷却系，残留熱除

去系及び燃料プール冷却浄化系は，ともに，火災の発生防止

対策として難燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の

難燃性能を確保できる代替措置（複合体）等を含む）及び過

電流による過熱防止対策等を講じる設計とする。また，感知・

消火対策としては異なる2種類の感知器及び煙の充満により

消火困難となる場所には固定式のガス消火設備を設置する設

計とする。さらに，代替燃料プール注水系及び代替燃料プー

ル冷却系と，残留熱除去系及び燃料プール冷却浄化系は原子

炉建屋原子炉棟内のそれぞれ異なる区画に配置し位置的分散

を図る設計とする。 

（第10－4～10－6図） 

以上より，単一の火災によって代替燃料プール注水系及び代替

燃料プール冷却系と，残留熱除去系及び燃料プール冷却浄化系の

安全機能は，同時に喪失することなく確保できる設計とする。す

なわち，2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断す

る。 

（９）燃料プール冷却系[54 条] 

燃料プール冷却系は重大事故等時に燃料プールを冷却する

ための重大事故防止設備であり，当該設備を代替する機能を

有する設計基準対象施設は「残留熱除去系（燃料プール冷却

及び補給）」である。（第 24 図） 

燃料プール冷却系の主要設備を第７表に示す。 

第７表 燃料プール冷却系の主要設備について 

燃料プール冷却系のうち，熱交換器，配管・手動弁・タン

クについては，不燃性材料で構築されていることから，火災

発生のおそれはない。また，電動弁については，火災によっ

て遠隔操作機能が喪失した場合においても，燃料プールの水

位低下には時間的余裕があることから，手動操作等により機

能を復旧することが可能である。すなわち，2.2．(1)①にお

いて安全機能が喪失しないと判断する。 

燃料プール冷却系及び残留熱除去系とも，火災の発生防止

対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止対策

等を講じる。また，感知・消火対策として異なる感知方式の

感知器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス

消火設備を設置する。 

燃料プール冷却ポンプと残留熱除去ポンプは原子炉建物の

それぞれ異なる部屋に設置されており，位置的分散を図って

いる。（第 25 図） 

以上より，単一の火災によって燃料プール冷却系及び残留熱除

去系の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，消

火設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 
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体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 
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第10－1図 代替燃料プール注水系（注水ライン）の系統概略図 

第 10－2 図 代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）の 

系統概略図 

第 10－3 図 代替燃料プール冷却系，残留熱除去系及び 

燃料プール冷却浄化系の系統概略図 

第 24図 燃料プール冷却系の系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ
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第10－4 図 代替燃料プール冷却系の配置 

第10－5 図 残留熱除去系の配置 

第 10－6 図 代替燃料プール冷却系及び 

燃料プール冷却浄化系の配置 

第25図 燃料プール冷却系と残留熱除去系 

（燃料プール冷却及び補給）の配置 
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（10）使用済燃料プールの監視[54 条] 

使用済燃料プールの監視設備（使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域，SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ），使用済燃料貯蔵プール監視カメ

ラ（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む））

は重大事故等時に使用済燃料貯蔵プールの冷却等を監視する

ための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設

計基準対象施設は「使用済燃料貯蔵プール水位」，「燃料プ

ール冷却浄化系ポンプ入口温度」，「使用済燃料貯蔵プール

温度」，「燃料貯蔵プールエリア放射線モニタ」，「燃料取

替エリア排気放射線モニタ」，「原子炉区域換気空調系排気

放射線モニタ」である。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域，SA），使用済

燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），使用

済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯蔵プール監視カ

メラ用空冷装置を含む）は，火災の発生防止対策として難燃

ケーブルの使用等の対策等を講じる。また，感知・消火対策

として当該計器を設置する原子炉建屋オペレーティングフロ

アについては異なる２種類の感知器を設置するとともに，消

防法に基づく消火設備を設置している。さらに，これらの計

器のケーブルは電線管に敷設することによって他の系統のケ

ーブルと分離している。加えて，使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA 広域，SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高

レンジ・低レンジ）の電源（AM 用直流125V 蓄電池）は原子

炉建屋に設置，これらの設備が代替する設計基準対象施設で

ある使用済燃料貯蔵プール水位，燃料プール冷却浄化系ポン

プ入口温度，使用済燃料貯蔵プール温度，燃料貯蔵プールエ

リア放射線モニタ，燃料取替エリア排気放射線モニタ，原子

炉区域換気空調系排気放射線モニタの電源はコントロール建

屋（交流120V 中央制御室計測用分電盤）に設置しており，位

置的分散を図る（第30～32 図）。使用済燃料貯蔵プール監視

カメラは交流120V バイタル電源装置，空冷装置は交流120V

中央制御室計測用分電盤から給電するが，同じ機能を有する

重大事故等対処設備である使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA 広域，SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ）をAM 用直流125V 蓄電池から給電し位置的

分散を図ることで全ての監視機能が喪失しない設計とし，多

様性を確保する。 

(9) 使用済燃料プールの監視設備［54条］

使用済燃料プールの監視設備（使用済燃料プール水位・温

度（ＳＡ広域），使用済燃料プール温度（ＳＡ），使用済燃

料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），使用

済燃料プール監視カメラ（使用済燃料プール監視カメラ用空

冷装置を含む）は重大事故等時に使用済燃料プールの冷却等

を監視するための常設設備であり，当該設備が代替する機能

を有する設計基準対象施設は「使用済燃料プール水位」，「燃

料プール冷却浄化系ポンプ入口温度」，「使用済燃料プール

温度」，「燃料取替フロア燃料プールエリア放射線モニタ」，

「原子炉建屋換気系燃料取替床排気ダクト放射線モニタ」及

び「原子炉建屋換気系排気ダクト放射線モニタ」である。 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域），使用済燃料プ

ール温度（ＳＡ）及び使用済燃料プールエリア放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）は，火災の発生防止対策として難燃

ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保

できる代替措置（複合体）等を含む）等の対策等を講じる設

計とする。また，感知・消火対策として当該計器を設置する

原子炉建屋オペレーティングフロアについては異なる2種類

の感知器を設置するとともに，煙の充満により消火が困難と

ならないため消火設備として消火器を設置する設計とする。

さらに，これらの計器のケーブルは，電線管に布設すること

によって他の系統のケーブルに影響が及ばない設計とする。

加えて，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域），使用済

燃料プール温度（ＳＡ）及び使用済燃料プールエリア放射線

モニタ（高レンジ・低レンジ）の電源（緊急用直流125V蓄電

池）は，原子炉建屋廃棄物処理棟に設置し，これらの設備が

代替する設計基準対象施設である使用済燃料プール水位 ，燃

料プール冷却浄化系ポンプ入口温度，使用済燃料プール温度，

燃料取替フロア燃料プールエリア放射線モニタ，原子炉建屋

換気系燃料取替床排気ダクト放射線モニタ及び原子炉建屋換

気系排気ダクト放射線モニタの電源は，原子炉建屋原子炉棟

（計装用電源母線等）に設置することで位置的分散を図る設

計とする。 

（第11－1～11－6図） 

（10）燃料プールの監視[54 条] 

燃料プールの監視設備（燃料プール水位（ＳＡ），燃料プー

ル水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ）（ＳＡ），燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃

料プール監視カメラ用冷却設備を含む））は重大事故等時に燃

料プールの冷却等を監視するため常設設備であり，当該設備

が代替する機能を有する設計基準対象施設は「燃料プール水

位」，「燃料プール温度」，「燃料プール冷却ポンプ入口温度」，

「燃料取替階エリア放射線モニタ」，「燃料取替階放射線モニ

タ」である。

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），

燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ），

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却

設備を含む）は，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの

使用等の対策等を講じる。また，感知・消火対策として当該

計器を設置する原子炉建物４階（燃料取替階）については異

なる感知方式の感知器を設置するとともに，消防法に基づく

消火設備を設置している。さらに，これらの計器のケーブル

は電線管に布設することによって他の系統のケーブルと分離

している。加えて，燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プー

ルエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ），燃料

プール監視カメラ（ＳＡ）の電源（ＳＡ用 115V 系蓄電池）は

廃棄物処理建物１階に設置しており，これらの設備が代替す

る設計基準対象施設である「燃料プール水位」，の電源は廃棄

物処理建物地下中１階（Ｂ－115V 系蓄電池）に設置，「燃料

取替階放射線モニタ（Ａ，Ｃ）」の電源は廃棄物処理建物１

階（Ａ－中央分電盤）に設置，「燃料プール温度」，「燃料

プール冷却ポンプ入口温度」，「燃料取替階エリア放射線モニ

タ」，「燃料取替階放射線モニタ（Ｂ，Ｄ）」の電源は廃棄物処

理建物１階（Ｂ－中央分電盤）に設置しており，位置的分散

を図る（第 26～28 図）。燃料プール水位（ＳＡ）及び燃料プ

ール監視カメラ用冷却設備は重大事故設備交流電源用変圧器

盤から給電するが，同じ機能を有するＳＡ設備である燃料プ

ール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高

レンジ・低レンジ）（ＳＡ）をＳＡ用 115V 系蓄電池から給電

し位置的分散を図ることで全ての監視機能が喪失しない設計

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合
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難燃ケーブルを使用 

・設備の相違
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る系統構成の相違 
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また，各監視パラメータは以下の通り位置的分散を図る。 

以上より，単一の火災によって使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域，SA）と使用済燃料貯蔵プール水位，使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域，SA）と燃料プール冷

却浄化系ポンプ入口温度及び使用済燃料貯蔵プール温度，使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）と

燃料貯蔵プールエリア放射線モニタ，燃料取替エリア排気放

射線モニタ及び原子炉区域換気空調系排気放射線モニタと

は，それぞれ同時に喪失することなく確保できる。また，消

火設備についてもそれぞれ分散して設置している。加えて，

使用済燃料貯蔵プール監視カメラについても同じ機能を有す

る重大事故等対処設備である使用済燃料貯蔵プール水位・温

度（SA広域，SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高

レンジ・低レンジ）と同時に機能喪失することなく多様性を

確保できる。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時

に喪失しないと判断する。 

また，各監視パラメータは，第2－6 表の通り位置的分散を

図る。 

第2－6表 各監視パラメータ 位置的分散一覧表 

使用済燃料プール監視カメラについては，同じ機能を有す

る重大事故等対処設備である使用済燃料プール水位・温度（Ｓ

Ａ広域），使用済燃料プール温度（ＳＡ）及び使用済燃料プ

ールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）と可能な限

り異なる階層に設置することによる位置的分散を図る設計と

する。 

以上より，単一の火災によって使用済燃料プール水位・温

度（ＳＡ広域）と使用済燃料プール水位，使用済燃料プール

水位・温度（ＳＡ広域）と使用済燃料プール温度（ＳＡ），

燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度と使用済燃料プール温

度，使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レ

ンジ）と燃料取替フロア燃料プールエリア放射線モニタ及び

原子炉建屋換気系燃料取替床排気ダクト放射線モニタと原子

炉建屋換気系排気ダクト放射線モニタとは，それぞれ同時に

喪失することなく確保できる設計とする。また，消火設備に

ついてもそれぞれ分散して設置する設計とする。すなわち，

2.2.(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

とし，多様性を確保する。また，各監視パラメータは以下の

通り位置的分散を図る。 

以上より，単一の火災によって燃料プール水位（ＳＡ）と

燃料プール水位，燃料プール水位・温度（ＳＡ）と燃料プー

ル温度及び燃料プール冷却ポンプ入口温度，燃料プールエリ

ア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）と燃料取替階

エリア放射線モニタとは，それぞれ同時に喪失することなく

確保できる。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設

置している。加えて，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）につい

ても同じ機能を有するＳＡ設備である燃料プール水位・温度

（ＳＡ），燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）と同時に機能喪失することなく多様

性を確保できる。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が

同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第30-1 図：6 号炉 使用済燃料プール監視設備の全体系統図 

第30-2 図：7 号炉 使用済燃料プール監視設備の全体系統図 

第11－1図 使用済燃料プール監視設備の全体系統図 第 26図 燃料プール監視設備の全体系統図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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6 号炉の配置 

第31-1 図：使用済燃料貯蔵プール水位・温度・放射線モニタの 

検出器の配置 

6 号炉の配置 

第31-2 図：使用済燃料貯蔵プール水位・温度・放射線モニタの 

検出器の配置 

第11－2 図 使用済燃料プール水位・温度計・放射線モニタ検出器

の配置 

第11－3 図 燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度検出器の配置 

第 27図 燃料プール水位計・温度計・放射線モニタの検出器の 

配置 
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7 号炉の配置 

第31-3 図：使用済燃料貯蔵プール水位計・温度計・放射線モニタ

の検出器の配置 
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7 号炉の配置 

第31-4 図：使用済燃料貯蔵プール水位計・温度計・放射線モニタ

の検出器の配置 

第32-1 図：単線結線図（6 号炉） 第11－4図 電源構成図（交流電源）（1／3） 第28図 単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第32-2 図：単線結線図（7 号炉） 第11－5図 電源構成図（交流電源）（2／3） 

第11－6図 電源構成図（直流電源）（3／3） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（11）常設代替交流電源設備[57 条] 

常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機，第一ガ

スタービン発電機用燃料タンク，第一ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ）は重大事故等時に交流電源を供給するため

の常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計基

準対象施設は「非常用交流電源設備」（非常用ディーゼル発

電機，燃料ディタンク）である。 

第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機用燃料

タンク，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，非常用

ディーゼル発電機，非常用高圧母線並びにこれらの電路は，

火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流によ

る過熱防止対策等を講じており，燃料タンクについては火災

の発生防止対策として主要な構造材に不燃性材料を使用して

いる。また，感知・消火対策として異なる２種類の感知器，

及び非常用ディーゼル発電機室には全域自動放出方式の二酸

化炭素消火設備を設置している。さらに，第一ガスタービン

発電機，第一ガスタービン発電機用燃料タンク，第一ガスタ

ービン発電機用燃料移送ポンプは屋外設置，非常用ディーゼ

ル発電機，燃料ディタンクは原子炉建屋内に設置しており，

位置的分散を図る。加えて，非常用ディーゼル発電機に接続

する非常用高圧母線には遮断器及び保護継電器を設置し，電

気的にも分離を図る。（第33 図） 

以上より，単一の火災によって常設代替交流電源設備，非

常用交流電源設備の安全機能は同時に喪失することなく確保

できる。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置し

ている。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪

失しないと判断する。 

(10) 常設代替交流電源［57条］

常設代替高圧電源装置は，重大事故等時に交流電源を供給

するための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有す

る設計基準対象施設は「２Ｃ・２Ｄ 非常用ディーゼル発電機」

である。 

常設代替高圧電源装置及び非常用ディーゼル発電機につい

ては，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用（難燃

ケーブルと同等以上の難燃性能を確保できる代替措置（複合

体）等を含む）及び過電流による過熱防止対策等を講じる設

計とする。また，感知・消火対策としては異なる2種類の感知

器及び煙の充満により消火困難となる場所には固定式のガス

消火設備を設置する設計とする。さらに，常設代替高圧電源

装置は，常設代替高圧電源装置置場に，２Ｃ・２Ｄ 非常用デ

ィーゼル発電機は，原子炉建屋付属棟内のディーゼル発電機

室に設置することにより位置的分散を図る設計とする。加え

て，緊急用Ｍ／Ｃ及び非常用ディーゼル発電機に接続するＭ

／Ｃ ２Ｃ・２Ｄには，遮断器及び保護継電器を設置し電気的

にも分離を図る設計とする。軽油貯蔵タンクについては，横

置円筒型地下タンクとして2系統あるが，1系統の軽油貯蔵タ

ンクで火災が発生しても他方の軽油貯蔵タンクでは火災が発

生せず，単一の火災によって同時に機能喪失しない設計とす

る。 

（第12－1～12－3図） 

以上より，単一の火災によって常設代替高圧電源装置及び

２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機の安全機能は，同時に喪

失することなく確保できる設計とする。また，消火設備につ

いてもそれぞれ分散して設置する設計とする。すなわち，2.2.

（1）②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

（11）常設代替交流電源設備[57 条] 

常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機，ガスタービ

ン発電機用サービスタンク，ガスタービン発電機用燃料移送

ポンプ）は重大事故等時に交流電源を供給するための常設設

備であり，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施

設は「非常用交流電源設備」（非常用ディーゼル発電機，ディ

ーゼル燃料デイタンク）である。 

ガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サービスタン

ク，ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，緊急用メタクラ，

メタクラ切替盤，非常用ディーゼル発電機，非常用高圧母線

Ｃ系，非常用高圧母線Ｄ系並びにこれらの電路は，火災の発

生防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防

止対策等を講じており，燃料タンクについては火災の発生防

止対策として主要な構造材に不燃性材料を使用している。ま

た，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器，及び非

常用ディーゼル発電機室，ガスタービン発電機室には固定式

ガス消火設備を設置している。さらに，ガスタービン発電機，

ガスタービン発電機用サービスタンク，ガスタービン発電機

用燃料移送ポンプはガスタービン発電機建物に設置，非常用

ディーゼル発電機，ディーゼル燃料デイタンクは原子炉建物

内に設置しており，位置的分散を図る。加えて，非常用ディ

ーゼル発電機に接続する非常用高圧母線Ｃ系，非常用高圧母

線Ｄ系には遮断器及び保護継電器を設置し，電気的にも分離

を図る。（第 29図） 

以上より，単一の火災によって常設代替交流電源設備，非

常用交流電源設備の安全機能は同時に喪失することなく確保

できる。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置し

ている。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪

失しないと判断する。 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

・設備の相違

【柏崎6/7】 

 島根 2号炉では，二酸

化炭素消火設備を使用

していない 
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第12－1図 常設代替高圧電源装置及び非常用ディーゼル発電機の

配置（1／2） 

第12－2図 常設代替高圧電源装置及び非常用ディーゼル発電機の

配置（2／2） 
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第33-1 図：交流電源系統図（１／２） 

第33-2 図：交流電源系統図（２／２） 

第12－3図 交流電源系統図 第 29図 交流電源系統図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（12）所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備）[57 条] 

AM 用直流125V 蓄電池及び充電器，直流125V 蓄電池及び充

電器A，直流125V 蓄電池及び充電器A-2 は重大事故等時に直

流電源を供給するための常設設備であり，当該設備が代替す

る機能を有する設計基準対象施設は，「直流125V 蓄電池及び

充電器B，直流125V 蓄電池及び充電器C，直流125V 蓄電池及

び充電器D」である。 

AM 用直流125V 蓄電池及び充電器，直流125V 蓄電池及び充

電器A，直流125V 蓄電池及び充電器A-2，直流125V 蓄電池及

び充電器B，直流125V 蓄電池及び充電器C，直流125V 蓄電池

及び充電器D 並びにこれらの電路は，火災の発生防止対策と

して難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止対策等を講

じている。また，感知・消火対策として異なる２種類の感知

器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火

設備を設置している。さらに，AM 用直流125V 蓄電池及び充

電器と，直流125V 蓄電池及び充電器A，直流125V 蓄電池及び

充電器A-2，直流125V 蓄電池及び充電器B，直流125V 蓄電池

及び充電器C，直流125V 蓄電池及び充電器D はそれぞれ異な

る火災区域に配置しており，位置的分散を図っている。加え

て，各蓄電池に接続する充電器には遮断器を設置し，電気的

にも分離を図る。（第34,35 図） 

以上より，単一の火災によってAM 用直流125V 蓄電池及び

充電器と，直流125V 蓄電池及び充電器A，直流125V 蓄電池及

び充電器A-2，直流125V蓄電池及び充電器B，直流125V 蓄電池

及び充電器C，直流125V 蓄電池及び充電器D の安全機能はそ

れぞれ同時に喪失することなく確保できる。また，消火設備

についてもそれぞれ分散されて設置している。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

なお，AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系とAM 用直流

125V 蓄電池～直流母線のケーブルが同一のケーブルトレイ

に敷設されている箇所周辺の火災影響について，「参考」に

示す。 

(11) 所内常設直流電源設備及び常設代替直流電源設備［57 条］

125V系蓄電池 Ａ系・Ｂ系・ＨＰＣＳ系，中性子モニタ用蓄

電池 Ａ系・Ｂ系及び緊急用125V系蓄電池は重大事故等時に直

流電源を供給するための常設設備であり，当該設備が代替す

る機能を有する設計基準対象施設は「２Ｃ・２Ｄ 非常用ディ

ーゼル発電機」である。 

125V系蓄電池 Ａ系・Ｂ系・ＨＰＣＳ系，中性子モニタ用蓄

電池 Ａ系・Ｂ系，緊急用125V系蓄電池については，火災の発

生防止対策として難燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等

以上の難燃性能を確保できる代替措置（複合体）等を含む）

及び過電流による過熱防止対策等を講じる設計とする。また，

感知・消火対策として，異なる2種類の感知器及び消火困難と

なる場所に固定式ガス消火設備を設置する設計とする。さら

に，125V系蓄電池 Ａ系・Ｂ系・ＨＰＣＳ系，中性子モニタ用

蓄電池 Ａ系・Ｂ系及び２Ｃ・２Ｄ 非常用ディーゼル発電機

は，原子炉建屋付属棟内のそれぞれ異なる区画に設置するこ

とにより，位置的分散を図る設計とする。また，緊急用125V

蓄電池は，原子炉建屋廃棄物処理棟に設置することにより位

置的分散を図る設計とする。加えて，125V系蓄電池 Ａ系・Ｂ

系ＨＰＣＳ系，中性子モニタ用蓄電池 Ａ系・Ｂ系及び緊急用

125V系蓄電池には遮断器を設置し，電気的にも分離を図る設

計とする。 

（第13－1～13－3図） 

以上より，単一の火災によって125V系蓄電池 Ａ系・Ｂ系・

ＨＰＣＳ系，中性子モニタ用蓄電池 Ａ系・Ｂ系及び緊急用

125V系蓄電池の安全機能は，同時に喪失することなく確保で

きる設計とする。また，消火設備についても可能な限りそれ

ぞれ分散させて設置する設計とするが，近接する場合は，安

全弁の設置によりボンベ過圧時の影響が及ばない設計とす

る。すなわち，2.2（1）②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 

（12）所内常設蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備）[57

条] 

Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）

及び充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系蓄電池及び充電器，230V

系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器（ＲＣＩＣ）は重大事故等

時に直流電源を供給するための常設設備であり，当該設備が

代替する機能を有する設計基準対象施設は「Ａ－115V 系蓄電

池及び充電器」及び「高圧炉心スプレイ系蓄電池及び充電器」

である。 

Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）

及び充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系蓄電池及び充電器，230V

系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器（ＲＣＩＣ），Ａ－115V 系

蓄電池及び充電器，高圧炉心スプレイ系蓄電池及び充電器並

びにこれらの電路は火災の発生防止対策として難燃ケーブル

の使用，過電流による過熱防止対策等を講じている。また，

感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満

により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置して

いる。さらに，Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器，Ｂ１－115V 系

蓄電池（ＳＡ）及び充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系蓄電池及

び充電器，230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器（ＲＣＩＣ）

とＡ－115V 系蓄電池及び充電器，高圧炉心スプレイ系蓄電池

及び充電器はそれぞれ異なる部屋に配置しており，位置的分

散を図っている。加えて，各蓄電池に接続する充電器には遮

断器を設置し，電気的にも分離を図る。（第 30,31 図） 

以上より，単一の火災によってＢ－115V 系蓄電池及び充電

器，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び充電器（ＳＡ），ＳＡ

用 115V 系蓄電池及び充電器，230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）及

び充電器（ＲＣＩＣ）とＡ－115V 系蓄電池及び充電器，高圧

炉心スプレイ系蓄電池及び充電器の安全機能はそれぞれ同時

に喪失することなく確保できる。また，消火設備についても

それぞれ分散されて設置している。すなわち，2.2．(1)②に

おいて安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 

・設備の相違

【柏崎6/7】 

島根2号炉では同一

のケーブルトレイに布

設される設計基準対処

設備ケーブルとＳＡケ

ーブルはない 
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6 号炉の配置 

第34-1 図：AM 用直流125V 蓄電池・充電器と直流125V 蓄電池 

A・A-2・B・C・D の配置（１／２） 

7 号炉の配置 

第34-2 図：AM 用直流125V 蓄電池・充電器と直流125V 蓄電池 

A・A-2・B・C・D の配置（２／２） 

第13－1図 125V系蓄電池２Ａ・２Ｂ・ＨＰＣＳ系及び 

中性子モニタ用蓄電池Ａ系・Ｂ系及び緊急用125V系蓄電池の配置 

第 30図 Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器，Ｂ１－115V 系蓄電池 

（ＳＡ）及び充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系蓄電池及び充電器， 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器（ＲＣＩＣ），Ａ－115V 系

蓄電池及び充電器，高圧炉心スプレイ系蓄電池及び充電器 
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（a）6 号炉

（b）7 号炉

第35 図：直流電源系統図 

第13－2図 直流電源系統図（1／2） 

第13－3 図 直流電源系統図（2／2） 

第 31 図 直流電源系統図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（13）代替所内電気設備，号炉間電力融通電気設備，燃料補給設

備 [57 条] 

代替所内電気設備（緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路

器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変圧器，AM 用MCC， 

AM 用切替盤，AM 用操作盤，非常用高圧母線C 系，D 系），

号炉間電力融通ケーブル（常設），軽油タンクは重大事故等

時に交流電源を供給するための常設設備であり，当該設備が

代替する機能を有する設計基準対象施設は「非常用所内電気

設備」，「軽油タンク」である。 

代替所内電気設備，非常用所内電気設備とも，火災の発生

防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止

対策等を講じており，軽油タンクについては火災の発生防止

対策として主要な構造材に不燃性材料を使用している。また，

感知・消火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充満に

より消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置してい

る。 

さらに，代替所内電気設備のうち緊急用断路器，緊急用電

源切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変圧

器，AM 用MCC，AM 用操作盤は，非常用所内電気設備と米国電

気電子工学学会（IEEE）規格384（1992 年版）の分離距離を

確保することにより独立性を有する設計とする。号炉間電力

(12) 代替所内電気設備，燃料給油設備［57 条］

代替所内電気設備（緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ及び緊急

用直流125V主母線盤）及び燃料給油設備（軽油貯蔵タンク，

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ，２Ｃ・２Ｄ 非常用デ

ィーゼル発電機 燃料移送ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機 燃料移送ポンプ，可搬型設備用軽油タンク及びタ

ンクローリ）は，重大事故等時に交流電源及び直流電源を供

給するための常設設備であり当該設備が代替する機能を有す

る設計基準対象施設は，「非常用所内電気設備」，「２Ｃ・

２Ｄ 非常用ディーゼル発電機」及び「高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機」である。軽油貯蔵タンク，２Ｃ・２Ｄ 非常

用ディーゼル発電機 燃料移送ポンプ及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 燃料移送ポンプは，設計基準対象施設と

兼用としている。 

代替所内電気設備（緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ及び緊急

用直流125V主母線盤），燃料給油設備（２Ｃ・２Ｄ 非常用デ

ィーゼル発電機 燃料移送ポンプ及び高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機 燃料移送ポンプ），非常用所内電気設備，２

Ｃ・２Ｄ 非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機については，火災の発生防止対策として難燃

ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保

できる代替措置（複合体）等を含む）及び過電流による過熱

防止対策等を講じる設計とし，燃料給油設備（軽油貯蔵タン

ク，可搬型設備用軽油タンク及びタンクローリ）については，

火災の発生防止対策として主要な構造材に不燃性材料を使用

する設計とする。 

また，感知・消火対策として異なる2種類の感知器を設置す

る設計とする。さらに，緊急用Ｍ／Ｃ及び緊急用Ｐ／Ｃにつ

いては，屋内（常設代替高圧電源装置置場）に，非常用所内

電気設備のうちＭ／Ｃ ２Ｃ・２Ｄ及びＰ／Ｃ ２Ｃ・２Ｄに

ついては，原子炉建屋付属棟内に設置することにより，位置

的分散を図る設計とする。 

緊急用直流125V主母線盤については，原子炉建屋廃棄物処

理棟内に，非常用所内電気設備のうち直流125V主母線盤 ２

Ａ・２Ｂについては，原子炉建屋付属棟内に設置することに

より位置的分散を図る設計とする。 

（13）代替所内電気設備，燃料補給設備[57 条] 

代替所内電気設備（緊急用メタクラ，メタクラ切替盤，高

圧発電機車接続プラグ収納箱，ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コ

ントロールセンタ，ＳＡ２コントロールセンタ，ＳＡ電源切

替盤，充電器電源切替盤，重大事故操作盤），ガスタービン

発電機用軽油タンクは重大事故等時に交流電源を供給するた

めの常設設備であり，当該設備が代替する機能を有する設計

基準対象施設は「非常用所内電気設備」，「ディーゼル燃料貯

蔵タンク」である。 

代替所内電気設備，非常用所内電気設備とも，火災の発生

防止対策として難燃ケーブルの使用，過電流による過熱防止

対策等を講じており，ガスタービン発電機用軽油タンク，デ

ィーゼル燃料貯蔵タンクについては火災の発生防止対策とし

て主要な構造材に不燃性材料を使用している。また，感知・

消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により

消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置している。 

さらに，代替所内電気設備のうちＳＡ電源切替盤に給電す

るために必要な機器である緊急用メタクラは原子炉建物と異

なるガスタービン発電機建物内に設置，ＳＡロードセンタ，

ＳＡ１コントロールセンタは原子炉建物と異なる低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽内に設置，充電器電源切替盤は原子炉

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 
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融通ケーブル（常設）は，非常用所内電気設備とは別の火災

区域であるコントロール建屋２階に設置しており，位置的分

散を図っている。（第36 図） 

一方，非常用高圧母線についてはC,D,E 系でそれぞれ分散

配置している。加えて，代替所内電気設備，非常用所内電気

設備とも遮断器を設置し，電気的にも分離を図る。軽油タン

クについては２系統あるが，外部火災影響評価によると１系

統の軽油タンクで火災が発生しても他方の軽油タンクでは火

災が発生せず，単一の火災によって同時に機能喪失しないこ

とが確認されている。 

以上より，単一の火災によって代替所内電気設備，非常用

所内電気設備の安全機能は同時に喪失することなく確保でき

る。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置してい

る。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 

一方，緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ，緊急用直流125V主母

線盤及び非常用所内電気設備については，遮断器又は配線用

遮断器を設置し電気的にも分離を図る設計とする。 

軽油貯蔵タンクについては，横置円筒型地下タンクとして2

系統あるが，1系統の軽油貯蔵タンクで火災が発生しても他方

の軽油貯蔵タンクでは火災が発生せず，単一の火災によって

同時に機能喪失しない設計とする。 

（第14－1～14－4図） 

以上より，単一の火災によって緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／

Ｃ，緊急用直流125V主母線盤及び非常用所内電気設備の安全

機能は，同時に喪失することなく確保できる設計とする。ま

た，消火設備についてもそれぞれ分散して設置する設計とす

る。すなわち，2.2.（1）②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 

建物と異なる廃棄物処理建物に設置，重大事故操作盤は原子

炉建物と異なる制御室建物に設置，高圧発電機車接続プラグ

収納箱は屋外に設置しており，位置的分散を図っている。メ

タクラ切替盤，ＳＡ２コントロールセンタ，ＳＡ電源切替盤

は非常用所内電気設備と原子炉建物内の別の部屋に設置して

おり，位置的分散を図っている。（第 32図） 

一方，非常用高圧母線については C,D，HPCS 系でそれぞれ

分散配置している。加えて，代替所内電気設備，非常用所内

電気設備とも遮断器を設置し，電気的にも分離を図る。ガス

タービン発電機用軽油タンク及びディーゼル燃料貯蔵タンク

はそれぞれ屋外の異なる場所に設置しており位置的分散を図

っている。 

以上より，単一の火災によって代替所内電源設備，非常用

所内電気設備の安全機能は同時に喪失することなく確保でき

る。また，消火設備についてもそれぞれ分散して設置してい

る。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失し

ないと判断する。 
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（代替所内電気設備) 

（代替所内電気設備） 

第36-1 図：代替所内電気設備，非常用MCC（C,D,E）, 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の配置（１／２） 

第14－1 図 代替所内電気設備（緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ及び

緊急用直流125V 主母線盤）及び非常用所内電気設備（Ｍ／Ｃ ２

Ｃ・２Ｄ，Ｐ／Ｃ ２Ｃ・２Ｄ及び直流125V 主母線盤 ２Ａ・２Ｂ）

の配置（1／3） 

第14－2 図 代替所内電気設備（緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ及び

緊急用直流125V 主母線盤）及び非常用所内電気設備（Ｍ／Ｃ ２

Ｃ・２Ｄ，Ｐ／Ｃ ２Ｃ・２Ｄ及び直流125V 主母線盤 ２Ａ・２Ｂ）

の配置（2／3） 

第 32-1 図 代替所内電気設備，非常用所内電気設備の配置 

（１／２） 
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（代替所内電気設備，号炉間電力融通ケーブル（常設）） 

(非常用MCC) 

第36-2 図：代替所内電気設備，非常用MCC（C,D,E）, 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の配置（２／２） 

第14－3 図 代替所内電気設備（緊急用Ｍ／Ｃ，緊急用Ｐ／Ｃ及び

緊急用直流125V 主母線盤）及び非常用所内電気設備（Ｍ／Ｃ ２

Ｃ・２Ｄ，Ｐ／Ｃ ２Ｃ・２Ｄ及び直流125V 主母線盤 ２Ａ・２Ｂ）

の配置（3／3） 

第 32-2 図 代替所内電気設備，非常用所内電気設備の配置 

（２／２） 
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第14－4 図 交流電源系統図 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

（14）計装設備 [58 条] 

重大事故等対処設備のうち計装設備は重大事故等時に原子

炉圧力容器，原子炉格納容器の状態，最終ヒートシンクによ

る冷却状態等を把握するための常設設備であり，これらの設

備による計測が困難となった場合の代替監視パラメータにつ

いては，第8 表に記載のとおりである。 

重大事故等対処設備のうち，計装設備は，火災の発生防止

対策として難燃ケーブルの使用等の対策等を講じている。ま

た，感知・消火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充

満により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置し

ている。さらに，重大事故等対処設備の計装設備を，代替す

る機能を有する設計基準対象施設の計装設備とは異なる系統

として設計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るととも

にケーブルを電線管に敷設することによって，単一の火災に

よって重大事故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が

同時に喪失しないように設計している。また，重大事故等対

処設備の計装設備は，当該設備の主要パラメータでの計測が

困難となった場合，少なくとも一つの代替パラメータで計測

が可能となるように，検出器・伝送器を位置的に分散して設

置している。ただし，重大事故等対処設備の計装設備の主要

パラメータと代替パラメータが同一の系統となる場合は，検 

(13) 計装設備［58条］

重大事故等対処設備のうち計装設備は重大事故等時に原子

炉圧力容器，原子炉格納容器の状態，最終ヒートシンクによ

る冷却状態等を把握するための常設設備であり，これらの設

備による計測が困難となった場合の代替監視パラメータにつ

いては，第2－7表に記載のとおりである。 

重大事故等対処設備のうち，計装設備は，火災の発生防止

対策として難燃ケーブルの使用（難燃ケーブルと同等以上の

難燃性能を確保できる代替措置（複合体）等を含む）等の対

策を講じる設計とする。また，感知・消火対策として異なる2

種類の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定

式ガス消火設備を設置する設計とする。さらに，各計器のケ

ーブルは，電線管に布設しており，他の系統のケーブルと分

離しているとともに，重大事故等対処設備の計装設備の検出

器・伝送器等は，当該設備の計測が困難となった場合の代替

パラメータの検出器・伝送器とは可能な限り位置的に分散し

て設置する設計とする。 

（第2－7表，第15－1～13図，第16－1～2図） 

（14）計装設備[58 条] 

重大事故等対処設備のうち計装設備は重大事故等時に原子

炉圧力容器，原子炉格納容器の状態，最終ヒートシンクによ

る冷却状態等を把握するための常設設備であり，これらの設

備による計測が困難となった場合の代替監視パラメータにつ

いては，第８表に記載のとおりである。 

重大事故等対処設備のうち，計装設備は，火災の発生防止

対策として難燃ケーブルの使用等の対策を講じている。また，

感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及び煙の充満

により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を設置して

いる。さらに，重大事故等対処設備の計装設備を，代替する

機能を有する設計基準対象施設の計装設備とは異なる系統と

して設計し，検出器・伝送器等の位置的分散を図るとともに

ケーブルを電線管に布設することによって，単一の火災によ

って重大事故等対処設備と設計基準対象施設の安全機能が同

時に喪失しないように設計している。また，重大事故等対処

設備の計装設備は，当該設備の主要パラメータでの計測が困

難となった場合，少なくとも一つの代替パラメータで計測が

可能となるように，検出器・伝送器を位置的に分散して設置

している。ただし，重大事故等対処設備の計装設備の主要パ

ラメータと代替パラメータが同一の系統となる場合は，検出

器・伝送器を位置的分散を図ることができないが，上記のと 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，複合

体等の代替措置をせず，

難燃ケーブルを使用 
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出器・伝送器の位置的分散を図ることができないが，上記の

通り，重大事故等対処設備と，代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備を異なる系統として設計していること

から，単一の火災によって重大事故等対処設備と設計基準対

象施設の安全機能が同時に喪失することはない。なお，重大

事故等対処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用

いる補助パラメータが単一火災によって機能喪失しても，上

記の理由から，重大事故等対処設備と，代替する機能を有す

る設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失することはな

い。（第8-1～2 表，第37-1～25 図，第38-1～2 図） 

以上より，単一の火災によって重大事故等対処設備の計装

設備と設計基準対象施設の計装設備の安全機能は同時に喪失

することなく確保できる。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安

全機能が同時に喪失しないと判断する。 

以上より，単一の火災によって重大事故等対処設備の計装

設備と設計基準対象施設の計装設備の安全機能は，同時に喪

失することなく確保できる設計とする。すなわち，2.2(1)②

において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

おり，重大事故等対処設備と，代替する機能を有する設計基

準対象施設の計装設備を異なる系統として設計していること

から，単一の火災によって重大事故等対処設備と設計基準対

象施設の安全機能が同時に喪失することはない。なお，重大

事故等対処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用

いる補助パラメータが単一火災によって機能喪失しても，上

記の理由から，重大事故等対処設備と，代替する機能を有す

る設計基準対象施設の安全機能が同時に喪失することはな

い。（第８表，第 33図，第 34図） 

以上より，単一の火災によって重大事故等対処設備の計装

設備と設計基準対象施設の計装設備の安全機能は同時に喪失

することなく確保できる。また，消火設備についてもそれぞ

れ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)②において安

全機能が同時に喪失しないと判断する。 

第8-1 表:重大事故等対処設備 計装設備一覧（6 号炉） 第2－7表 重大事故等対処設備パラメータ一覧 第８表 重大事故等対処設備 計装設備一覧（１／２） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第８表 重大事故等対処設備 計装設備一覧（２／２） ・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第37-1 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（1／25） 

第37-2 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（2／25） 

第15－1 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（1／13） 

第15－2 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（2／13） 

第 33-1 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（1／13） 

第 33-2 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（2／13） 
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第37-3 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（3／25） 

第37-4 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（4／25） 

第15－3 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（3／13） 

第15－4 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（4／13） 

第 33-3 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（3／13） 

第 33-4 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（4／13） 
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第37-5 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（5／25） 

第37-6 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（6／25） 

第15－5 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（5／13） 

第15－6 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（6／13） 

第 33-5 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（5／13） 

第 33-6 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（6／13） 
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第37-7 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（7／25） 

第37-8 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（8／25） 

第15－7 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（7／13） 

第15－8 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（8／13） 

第 33-7 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（7／13） 

第 33-8 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（8／13） 
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第37-9 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（9／25） 

第37-10 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（10／25） 

第15－9 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（9／13） 

第15－10 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（10／13） 

第 33-9 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（9／13） 

第 33-10 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（10／13） 
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第37-11 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（11／25） 

第37-12 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（12／25） 

第15－11 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（11／13） 

第15－12 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（12／13） 

第 33-11 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（11／13） 

第 33-12 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（12／13） 
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第37-13 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（13／25） 

第15－13 図 重大事故等時の計装及び事故時監視計器の配置 

（13／13） 

第 33-13 図 重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（13／13） 

第8-2 表：重大事故等対処設備 計装設備一覧（7 号炉） ・設備の相違

【柏崎6/7】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第37-14 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（14／25） 

第37-15 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（15／25） 
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第37-16 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（16／25） 

第37-17 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（17／25） 
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第37-18 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（18／25） 

第37-19 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（19／25） 
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第37-20 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（20／25） 

第37-21 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（21／25） 
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第37-22 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（22／25） 

第37-23 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（23／25） 
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第37-24 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（24／25） 

第37-25 図：重大事故等発生時の計装（重大事故防止）と 

事故時監視計器の配置（25／25） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（柏崎刈羽原子力発電所6 号炉） 

第38-1 図:重大事故等発生時の計装と事故時監視計器の 

電源の概略系統図（1／2） 

（柏崎刈羽原子力発電所7 号炉） 

第38-2 図:重大事故等発生時の計装と事故時監視計器の 

電源の概略系統図（2／2） 

第16－1 図 重大事故等発生時の計装及び事故時監視計器の 

電源の概略系統図（1／2） 

第16－2 図 重大事故等発生時の計装及び事故時監視計器の 

電源の概略系統図（2／2） 

第34図 重大事故等発生時の計装と事故時監視計器の 

電源の概略系統図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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(14) 中央制御室換気系［59条］

中央制御室換気系は，同一機能を有する2系統のフィルタユ

ニット，空気調和機等に対して，火災防護に係る審査基準に

基づき発生防止対策として，過電流による過熱防止対策，主

要な構造材への不燃性材料の使用等の対策を講じる設計とす

ることから，これらの機器から火災が発生するおそれは小さ

い。また，感知・消火対策として異なる2種類の感知器及び固

定式消火設備を設置する設計とすることから，これらの機器

を設置する場所で火災が発生しても影響が及ぶおそれは小さ

い。 

さらに，フィルタユニット，空気調和機等については，一

方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知し消火する

までもう一方の区分に影響を及ぼさないように，火災防護に

係る審査基準に基づき，フィルタユニット，空気調和機等を1

時間以上の耐火性能を有する隔壁等で分離し，かつ，自動消

火設備を設置する設計とする。隔壁については，Ｓs機能維持

を図るものとし，対象となる設備を分離するように設置する

設計とする。 

一方，中央制御室換気系のケーブルについては，当該火災

区域内で異なる区分ごとに電線管に敷設しており，他の区分

のケーブルと位置的分散を図る設計とする。また，電動弁に

ついては，駆動部の潤滑油（グリス）等は金属に覆われてい

ることから発火した場合においても他の構築物，系統又は機

器において火災を生じさせるおそれは小さいが，万が一，火

災により電動駆動機能が喪失した場合は，当該弁を手動操作

することにより中央制御室換気系の機能維持が可能な設計と

する。 

なお，静的機器の一部（ダクト）は単一設計としているが，

ダクトについては，不燃性材料で構成されており中央制御室

内の空気が通気するもので発火する要素もなく，火災による

影響が及ぶおそれはない設計とする。 

したがって，火災により中央制御室換気系の機能が同時に

喪失することのない独立性を有した設計とする。すなわち，

2.2.(1)①において安全機能が喪失しないと判断する。 

（第17－1～17－3図） 

(15) 中央制御室換気系［59条］

中央制御室換気系は，同一機能を有する2系統の再循環用フ

ァン，フィルタユニット等に対して，火災防護に係る審査基

準に基づき発生防止対策として，過電流による過熱防止対策，

主要な構造材への不燃性材料の使用等の対策を講じる設計と

することから，これらの機器から火災が発生するおそれは小

さい。また，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器

及び固定式ガス消火設備を設置する設計とすることから，こ

れらの機器を設置する場所で火災が発生しても影響が及ぶお

それは小さい。 

さらに，再循環用ファン，フィルタユニット等については，

一方の区分で火災が発生した場合でも，火災を感知し消火す

るまでもう一方の区分に影響を及ぼさないように，火災防護

に係る審査基準に基づき，再循環用ファン，フィルタユニッ

ト等を１時間以上の耐火性能を有する隔壁等で分離し，かつ，

自動消火設備を設置する設計とする。隔壁については，Ｓs

機能維持を図るものとし，対象となる設備を分離するように

設置する設計とする。 

一方，中央制御室換気系のケーブルについては，当該火災

区域内で異なる区分ごとに電線管に布設しており，他の区分

のケーブルと位置的分散を図る設計とする。また，電動弁に

ついては，駆動部の潤滑油（グリス）等は金属に覆われてい

ることから，発火した場合においても他の構築物，系統又は

機器において火災を生じさせるおそれは小さいが，万一，火

災により電動駆動機能が喪失した場合は，当該弁を手動操作

することにより中央制御室換気系の機能維持が可能な設計と

する。 

なお，静的機器の一部（ダクト）は単一設計としているが，

ダクトについては，不燃性材料で構成されており中央制御室

内の空気が通気するもので発火する要素もなく，火災による

影響が及ぶおそれはない設計とする。 

したがって，火災により中央制御室換気系の機能が同時に

喪失することのない独立性を有した設計とする。また，消火

設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，

2.2.(1)②において安全機能が喪失しないと判断する。（第35

図） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第17－1 図 中央制御室換気系系統概略図 

第17－2 図 中央制御室換気系配置図 

（原子炉建屋付属棟4 階 空調機械室） 

第 35-1 図 中央制御室換気系の概略系統図 

第 35-2 図 中央制御室換気系の配置 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第17－3 図 電源構成図（交流電源） 第 35-3 図 単線結線図 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

（15）5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 [61 条] 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部及び待機場所）

は，重大事故等に対処するために必要な指示を行い，要員を

収容するための常設設備であり，常設重大事故防止設備には

高気密室，遮蔽，二酸化炭素吸収装置が該当する。そのうち

高気密室，遮蔽は不燃性材料で構築されていることから，火

災発生のおそれはない。すなわち，2.2．(1)①において安全

機能が喪失しないと判断する。また，二酸化炭素吸収装置は，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所が6 号及び7 号炉の原子炉

建屋・コントロール建屋等と位置的に分散して設置されてい

ることから，当該対策所における単一の火災によっても6 号

及び7 号炉の原子炉及び使用済燃料プールに影響を及ぼすお

それはない。 

なお，二酸化炭素吸収装置を設けている5 号炉原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部）は，火災の発生防止対策として

難燃ケーブルの使用等の対策等を講じている。また，感知・

消火対策として異なる２種類の感知器，二酸化炭素消火器を

配備している。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）

については,可燃物はいずれも金属筐体に納められ煙の充満

は考えにくく，また運転員が近接した区域に常駐するため万

一，火災が発生した場合でも速やかな消火が可能であること

から，単一の火災によって5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

は機能喪失しない。すなわち，2.2．(1)①において安全機能

が喪失しないと判断する。（第39 図） 

(15) 緊急時対策所［61条］

緊急時対策所（緊急時対策所遮蔽を含む。）は，原子炉建

屋と位置的に分散して設置する設計とすることから，当該対

策所における単一の火災によっても原子炉及び使用済燃料プ

ールに影響を及ぼすおそれはない。 

すなわち，2.2.(1)②において安全機能が喪失しないと判断

する。 

（第18図） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，緊急

時対策所は緩和設備と

して整理 
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第39 図：5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）の配置 第18図 緊急時対策所の配置 

（16）通信連絡（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所） [61 条] 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の通信連絡設備である無

線連絡設備（常設），無線連絡設備（屋外アンテナ）[伝送路]，

衛星電話設備（常設），衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送

路]及び5 号炉屋外緊急連絡用インターフォンについては，5 

号炉原子炉建屋内緊急時対策所が6 号及び7 号炉の原子炉建

屋・コントロール建屋等と位置的に分散して設置されている

ことから，当該設備の単一の火災によっても6 号及び7 号炉

の原子炉及び使用済燃料プールに影響を及ぼすおそれはな

い。 

なお，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の無線連絡設備（常

設），衛星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急連絡用インタ

ーフォンは重大事故等時に5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

において通信連絡を行うための常設設備であり，当該設備が

代替する機能を有する設計基準対象施設は「送受話器」，「電

力保安通信用電話設備」である。 

無線連絡設備（常設），衛星電話設備（常設），5 号炉屋

外緊急連絡用インターフォンは，火災の発生防止対策として

難燃ケーブルの使用等の対策を講じている。また，感知・消

火対策として異なる２種類の感知器及び煙の充満により消火

困難となる場所には固定式ガス消火設備を設置している。 

（16）通信連絡（緊急時対策所）[61条] 

緊急時対策所の通信連絡設備である無線通信設備（固定

型），無線通信装置［伝送路］，無線通信設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路]，衛星電話設備（固定型）及び有線（建物内）[伝

送路]については，緊急時対策所が原子炉建物，制御室建物等

と位置的に分散して設置されていることから，当該設備の単

一の火災によっても原子炉及び燃料プールに影響を及ぼすお

それはない。 

なお，緊急時対策所の無線通信設備（固定型），無線通信

装置［伝送路］，衛星電話設備（固定型）及び有線（建物内）

[伝送路]は重大事故等時に緊急時対策所において通信連絡を

行うための常設設備であり，当該設備が代替する機能を有す

る設計基準対象施設は「所内通信連絡設備」，「電力保安通

信用電話設備」である。 

無線通信設備（固定型），無線通信装置［伝送路］，衛星

電話設備（固定型）及び有線（建物内）[伝送路]は，火災の

発生防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を講じてい

る。また，感知・消火対策として異なる感知方式の感知器及

び煙の充満により消火困難となる場所には固定式ガス消火設 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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屋外に設置する無線連絡設備（屋外アンテナ）[伝送路]，

衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送路]は，通電電流が微弱

であることから自己発火するおそれがなく，ケーブルを電線

管で敷設するとともに周辺に可燃物を設置せず火災の影響を

受けない設計とする。さらに，無線連絡設備（常設），衛星

電話設備（常設）と送受話器，電力保安通信用電話設備はそ

れぞれ別の火災区域に設置しており，位置的分散を図ってい

る。（第40 図）また5号炉屋外緊急連絡インターフォンは屋

外のアクセスルート扉近傍に設け，送受話器，電力保安通信

用電話設備とは位置的分散を図っている。 

以上より，単一の火災によって通信連絡設備（5 号炉原子

炉建屋内緊急時対策所），送受話器，電力保安通信用電話設

備の安全機能は同時に喪失することなく確保できる。また，

消火設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわ

ち，2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断

する。 

第40 図：無線連絡設備（常設），衛星電話設備（常設）と 

送受話器，電力保安通信用電話設備の配置 

備を設置している。 

屋外に設置する無線通信設備（屋外アンテナ）[伝送路]は，

通電電流が微弱であることから自己発火するおそれがなく，

ケーブルを電線管で布設するとともに周辺に可燃物を設置せ

ず火災の影響を受けない設計とする。さらに，無線通信設備

（固定型），衛星電話設備（固定型）と所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備はそれぞれ別の部屋に設置してお

り，位置的分散を図っている。（第36図） 

以上より，単一の火災によって通信連絡設備（緊急時対策

所），所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備の安全機

能は同時に喪失することなく確保できる。また，消火設備に

ついてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．(1)

②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

第36図 無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定型）と 

所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備の配置 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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（17）電源の確保（5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所）[61 条] 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源設備（負荷変圧器,

交流分電盤）については，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

が6 号及び7 号炉の原子炉建屋・コントロール建屋等と位置

的に分散して設置されていることから，当該電源設備の単一

の火災によっても6 号及び7 号炉の原子炉及び使用済燃料プ

ールに影響を及ぼすおそれはない。 

なお，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源設備（負荷

変圧器,交流分電盤）は重大事故等時に5 号炉原子炉建屋内緊

急時対策所に交流電源を供給するための常設設備であり，当

該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は非常用所

内電気設備である。 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源設備（負荷変圧器，

交流分電盤）は，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの

使用等の対策を講じている。また，5 号炉原子炉建屋内緊急

時対策所用電源設備（負荷変圧器,交流分電盤）については感

知・消火対策として異なる２種類の感知器を設置している。

さらに，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用電源設備（負荷

変圧器，交流分電盤）は5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に設置，6 号及び7 号炉非常用高圧母線は，6 号及び7 号炉

原子炉建屋内に設置している非常用ディーゼル発電機から給

電しており，位置的分散を図っている。（第41 図） 

以上より，単一の火災によって5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所用電源と，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の常設電

源は同時に機能を喪失することなく確保できる。また，消火

設備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，

2.2．(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。 

(16) 緊急時対策所用発電機，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タ

ンク及び緊急時対策所用発電機給油ポンプ［61 条］

緊急時対策所用発電機， 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵

タンク及び緊急時対策所用発電機給油ポンプについては， 緊

急時対策所が原子炉建屋等と位置的に分散して設置する設計

とすることから，当該設備の単一の火災によっても原子炉及

び使用済燃料プールに影響を及ぼすおそれのない設計とす

る。 

緊急時対策所用発電機は，重大事故等時に緊急時対策所に

交流電源を供給するための常設設備であり，当該設備を代替

する機能を有する設計基準対象施設は常用電源設備である。 

緊急時対策所用発電機は緊急時対策所建屋1階に設置し，緊

急時対策所の通常時電源は，東海第二発電所の常用電源設備

（2系列）から受電することで，位置的分散を図る設計とする。 

（第19図） 

以上より，単一の火災によって緊急時対策所用発電機と，

緊急時対策所の外部電源は，同時に喪失することなく確保で

きる設計とする。すなわち，2.2.(1)②において安全機能が同

時に喪失しないと判断する。 

（17）電源の確保（緊急時対策所）[61条] 

緊急時対策所 発電機接続プラグ盤，緊急時対策所 低圧

母線盤及び緊急時対策所用燃料地下タンクについては，緊急

時対策所が原子炉建物，制御室建物等と位置的に分散して設

置されていることから，当該電源設備の単一の火災によって

も原子炉及び燃料プールに影響を及ぼすおそれはない。 

なお，緊急時対策所 発電機接続プラグ盤，緊急時対策所 

低圧母線盤及び緊急時対策所用燃料地下タンクは重大事故等

時に緊急時対策所に交流電源を供給するための常設設備であ

り，当該設備が代替する機能を有する設計基準対象施設は「非

常用所内電気設備」及び「非常用交流電源設備」である。 

緊急時対策所 発電機接続プラグ盤及び緊急時対策所 低

圧母線盤は，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用

等の対策を講じている。また，緊急時対策所 発電機接続プ

ラグ盤及び緊急時対策所 低圧母線盤については，感知・消

火対策として異なる感知方式の感知器を設置している。さら

に，緊急時対策所 発電機接続プラグ盤及び緊急時対策所 

低圧母線盤は，緊急時対策所に設置し，非常用所内電気設備

は，原子炉建物内に設置している非常用ディーゼル発電機か

ら給電しており，位置的分散を図っている。（第37図） 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，タンク室内の空間部に

感知・消火対策として異なる感知方式の感知器を設置してい

る。さらに，緊急時対策所用燃料地下タンクは，屋外に設置

しており，非常用交流電源設備とは，位置的分散を図ってい

る。 

以上より，単一の火災によって緊急時対策所 発電機接続

プラグ盤，緊急時対策所 低圧母線盤及び緊急時対策所用燃

料地下タンクと非常用所内電気設備及び非常用交流電源設備

は同時に機能を喪失することなく確保できる。また，消火設

備についてもそれぞれ分散して設置している。すなわち，2.2．

(1)②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，発電

機は可搬型と整理 

【柏崎 6/7】 

 島根 2号炉では，燃料

地下タンクを防止設備

と整理 
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第19図 緊急時対策所の単線結線図 
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第41-1 図：5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の電源の配置 

第41-2 図：5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の電源の配置 

第 37図 緊急時対策所の電源の配置 
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（18）発電所内の通信連絡 [62 条] 

無線連絡設備（常設）,無線連絡設備（屋外アンテナ）[伝

送路]，衛星電話設備（常設），衛星電話設備（屋外アンテナ）

[伝送路]，有線（建屋内）（携帯型音声呼出電話設備，無線

連絡設備（常設），衛星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急

連絡用インターフォンに係るもの）[伝送路]は重大事故等時

に発電所内の通信連絡を行うための常設設備であり，当該設

備を代替する機能を有する設計基準対象施設は「送受話器」，

「電力保安通信用電話設備」である。 

無線連絡設備（常設）,無線連絡設備（屋外アンテナ）[伝

送路]，衛星電話設備（常設），衛星電話設備（屋外アンテナ）

[伝送路]，有線（建屋内）（携帯型音声呼出電話設備，無線

連絡設備（常設），衛星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急

連絡用インターフォンに係るもの）[伝送路]は，火災の発生

防止対策として難燃ケーブルの使用等の対策を講じている。

また，建屋内においては感知・消火対策として異なる２種類

の感知器及び煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガ

ス消火設備を設置している。屋外に設置する無線連絡設備（屋

外アンテナ）[伝送路]，衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送

路]は，通電電流が微弱であることから自己発火するおそれが

なく，ケーブルを電線管で敷設するとともに周辺に可燃物を

設置せず火災の影響を受けない設計とする。さらに，無線連

絡設備（常設），無線連絡設備（屋外アンテナ）[伝送路]，

衛星電話設備（常設），衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送

路]，有線（建屋内）（携帯型音声呼出電話設備，無線連絡設

備（常設），衛星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急連絡用

インターフォンに係るもの）[伝送路]と送受話器，電力保安

通信用電話設備はそれぞれ別の火災区域に設置しており，位

置的分散を図っている。（第42 図） 

以上より，単一の火災によって無線連絡設備（常設）,無線

連絡設備（屋外アンテナ）[伝送路]，衛星電話設備（常設），

衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送路]，有線（建屋内）（携

帯型音声呼出電話設備，無線連絡設備（常設），衛星電話設

備（常設），5 号炉屋外緊急連絡用インターフォンに係るも

の）[伝送路]と送受話器，電力保安通信用電話設備の安全機

能は同時に喪失することなく確保できる。すなわち，2.2．(1)

②において安全機能が同時に喪失しないと判断する。

(17) 発電所内の通信連絡設備［62条］

発電所内の通信連絡設備である衛星電話設備（固定型）は，

重大事故等時に通信連絡を行うための常設設備であり，当該

設備を代替する機能を有する設計基準対象施設は「送受話器

（ページング）」，「電力保安通信用電話設備（固定電話及

びＰＨＳ端末）」である。 

衛星電話設備（固定型）は，火災の発生防止対策として難

燃ケーブルの使用等の対策を講じる設計とする。また，建屋

内においては感知・消火対策として異なる2種類の感知器及び

煙の充満により消火困難となる場所に固定式ガス消火設備を

設置する設計とする。さらに，衛星電話設備（固定型）と送

受話器（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電話

及びＰＨＳ端末）はそれぞれ別の場所に設置することで，位

置的分散を図る。 

（第20－1～20－3図） 

以上より，単一の火災によって衛星電話設備（固定型），

送受話器（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電

話及びＰＨＳ端末）の安全機能は，同時に喪失することなく

確保できる設計とする。すなわち，2.2.(1)②において安全機

能が同時に喪失しないと判断する。 

（18）発電所内の通信連絡 [62 条] 

無線通信設備（固定型）,無線通信装置［伝送路］，無線通

信設備（屋外アンテナ）[伝送路]，衛星電話設備（固定型），

衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送路]，有線（建物内）[伝

送路]は重大事故等時に発電所内の通信連絡を行うための常

設設備であり，当該設備を代替する機能を有する設計基準対

象施設は「所内通信連絡設備」，「電力保安通信用電話設備」

である。 

無線通信設備（固定型）,無線通信装置［伝送路］，無線通

信設備（屋外アンテナ）[伝送路]，衛星電話設備（固定型），

衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送路]，有線（建物内）[伝

送路]は，火災の発生防止対策として難燃ケーブルの使用等の

対策を講じている。また，建物内においては感知・消火対策

として異なる感知方式の感知器及び煙の充満により消火困難

となる場所に固定式ガス消火設備を設置している。屋外に設

置する衛星電話設備（屋外アンテナ）[伝送路]は，通電電流

が微弱であることから自己発火するおそれがなく，ケーブル

を電線管で布設するとともに周辺に可燃物を設置せず火災の

影響を受けない設計とする。さらに，無線通信設備（固定型）,

無線通信装置［伝送路］，無線通信設備（屋外アンテナ）[伝

送路]，衛星電話設備（固定型），衛星電話設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路]，有線（建物内）[伝送路]と所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備はそれぞれ別の部屋に設置してお

り，位置的分散を図っている。（第38図） 

以上より，単一の火災によって無線通信設備（固定型）,

無線通信装置［伝送路］，無線通信設備（屋外アンテナ）[伝

送路]，衛星電話設備（固定型），衛星電話設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路]，有線（建物内）[伝送路]と所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備の安全機能は同時に喪失することな

く確保できる。すなわち，2.2．(1)②において安全機能が同

時に喪失しないと判断する。 
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（6/7 号炉） 

第42-1 図：無線連絡設備（常設），衛星電話設備（常設）と 

送受話器，電力保安通信用電話設備の配置（１／２） 

（6 号炉） （7 号炉） 

第42-2 図：無線連絡設備（常設），衛星電話設備（常設）と 

送受話器，通信用電話設備の配置（２／２） 

第20－1図 衛星電話設備（固定型）の配置 

第38図 無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定型）と 

所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備の配置 
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第20－2図 送受話器（ページング）の配置 

第20－3図 電力保安通信用電話設備の配置 
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3.2．重大事故防止設備でない重大事故等対処設備の火災による影

響（修復性） 

重大事故防止設備でない重大事故等対処設備は，常設重大事

故緩和設備，常設重大事故等対処設備のうち防止でも緩和でも

ない設備，可搬型重大事故緩和設備，可搬型重大事故等対処設

備のうち防止でも緩和でもない設備に分類される。これらの火

災による影響について，以下に示す。 

3.2.1．重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備の火災に

よる影響 

重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備を第９表

に示す。 

第９表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（１／

３） 

3.2 重大事故防止設備でない重大事故等対処設備の火災による影

響（修復性） 

重大事故防止設備でない重大事故等対処設備には，常設重大

事故緩和設備，常設重大事故等対処設備のうち防止でも緩和で

もない設備，可搬型重大事故緩和設備，可搬型重大事故等対処

設備のうち防止でも緩和でもない設備に分類される。これらの

火災による影響について以下に示す。 

3.2.1 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備の火災に

よる影響 

重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備を第3表に

示す。 

第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（1／17） 

3.2．重大事故防止設備でない重大事故等対処設備の火災による影

響（修復性） 

重大事故防止設備でない重大事故等対処設備は，常設重大事

故緩和設備，常設重大事故等対処設備のうち防止でも緩和でも

ない設備，可搬型重大事故緩和設備，可搬型重大事故等対処設

備のうち防止でも緩和でもない設備に分類される。これらの火

災による影響について，以下に示す。 

3.2.1．重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備の火災に

よる影響 

重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備を第９表に

示す。 

第９表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（１／５） 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第９表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（２／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（2／17） 

 

 

 

第９表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（２／５） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 

 

43-336



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第９表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（３／３） 

第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（3／17） 第９表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（３／５） 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（4／17） 第９表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（４／５） 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（5／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備 

（５／５） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（6／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（7／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（8／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（9／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（10／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（11／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（12／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（13／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（14／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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 第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（15／17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（16／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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第3表 重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（17／17） ・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

第９表の設備のうち，ラプチャーディスク，配管，手動弁，サ

ージタンク，熱交換器，ストレーナ，スプレイ・ヘッダ，コリウ

ムシールド，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，中央制御室待避

室陽圧化装置（配管・弁），サプレッション・チェンバ，防火水

槽，淡水貯水池，原子炉建屋原子炉区域，主排気筒（内筒）につ

いては，金属等の不燃性材料で構築されていること，内部の液体

の漏えいを防止するためのパッキンが装着されている場合でもパ

ッキン類のシート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上

昇は考えにくいことから，火災発生のおそれはない。すなわち，

2.2．(2)①において安全機能が喪失しないと判断する。 

上記以外の常設重大事故緩和設備及び常設重大事故等対処設備

のうち防止でも緩和でもないものについては，火災防護に係る審

査基準にしたがい，火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対

策を実施する（41-2）。 

すなわち，これらの設備については，火災防護対策の実施によ

って， 2.2．(2)②における「できる限りの頑健性」を確保する。 

第3表の設備のうち，遮蔽，配管，手動弁，熱交換器，ストレー

ナ，スプレイヘッダ及びコリウムシールドについては，金属等の

不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えいを防止す

るためのパッキンが装着されている場合でもパッキン類のシート

面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は考えにくいこ

とから，火災発生のおそれはない。すなわち，2.2.(2)①において

安全機能が喪失しないと判断する。 

上記以外の常設重大事故緩和設備及び常設重大事故等対処設備

のうち防止でも緩和でもないものについては，火災防護に係る審

査基準にしたがい，火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対

策を実施する。 

すなわち，これらの設備については，火災防護対策の実施によ

って，2.2(2)②における「できる限りの頑健性」を確保する。 

第９表の設備のうち，圧力開放板，第１ベントフィルタスクラ

バ容器，第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器，遠隔手動弁操作

機構，緊急時対策所，遮蔽，配管，手動弁，サージタンク，熱交

換器，ストレーナ，スプレイヘッダ，コリウムシールド，原子炉

圧力容器，原子炉格納容器，輪谷貯水槽（西１，西２），原子炉建

物原子炉棟，サプレッション・チェンバ，取水口，取水管，取水

槽，低圧原子炉代替注水槽，非常用ガス処理系排気管については，

金属等の不燃性材料で構築されていること，内部の液体の漏えい

を防止するためのパッキンが装着されている場合でもパッキン類

のシート面は機器内の液体と接触しており大幅な温度上昇は考え

にくいことから，火災発生のおそれはない。すなわち，2.2．(2)

①において安全機能が喪失しないと判断する。

上記以外の常設重大事故緩和設備及び常設重大事故等対処設備

のうち防止でも緩和でもないものについては，火災防護に係る審

査基準にしたがい，火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対

策を実施する。 

すなわち，これらの設備については，火災防護対策の実施によ

って，2.2．(2)②における「できる限りの頑健性」を確保する。 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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3.2.2．重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備の火災

による影響 

重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備を第１０

表に示す。 

3.2.2 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備の火災

による影響 

重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備を第4表

に示す。 

3.2.2．重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備の火災

による影響 

重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備を第 10

表に示す。 

第１０表：重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備 

（１／２） 

第4表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（1／4） 第 10 表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備 

（１／３） 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

43-352



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第１０表：重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備 

（２／２） 

第4表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（2／4） 

第4表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（3／4） 

第10表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備 

（２／３） 

第10表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備 

（３／３） 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

・設備の相違

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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 第4表 重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（4／4） 

 

 

 ・設備の相違 

【東海第二】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違 

 

第１０表の設備のうち，中央制御室待避室遮蔽（可搬型），中

央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ），5 号炉原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部並びに待機場所）陽圧化装置（空気ボン

ベ）は金属等の不燃性材料で構築されていることから，火災発生

のおそれはない。また，ホイールローダ，可搬型窒素供給装置，

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用及び原子炉建屋放水設備用），放水砲，汚濁防止膜，放射

性物質吸着材，泡原液搬送車，泡原液混合装置，可搬型モニタリ

ングポスト，可搬型ダスト・よう素サンプラ，GM 汚染サーベイメ

ータ，NaI シンチレーションサーベイメータ，ZnSシンチレーショ

ンサーベイメータ，電離箱サーベイメータ，小型船舶（海上モニ

タリング用），可搬型気象観測装置については，荒浜側，大湊側 

第4表の設備のうち，ホイルローダ，可搬型窒素供給装置，可搬

型窒素供給装置用電源車，可搬型代替注水大型ポンプ，可搬型代

替注水大型ポンプ（放水用），ホース［流路］，放水砲，汚濁防

止膜，泡混合器，泡消火薬剤容器（大型ポンプ用）及び小型船舶

については，西側，南側保管場所の双方に保管する設計とするこ

とから，単一の火災によっても同時にすべての機能を喪失するお

それはない。すなわち，2.2.(2)①において安全機能が喪失しない

と判断する。 

 

 

 

 

第 10 表の設備のうち，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ）及び緊急時対策所正圧化装置（空気ボンベ）は金属等の不燃

性材料で構築されていることから，火災発生のおそれはない。ま

た，ホイールローダ，可搬式窒素供給装置，移動式代替熱交換設

備，移動式代替熱交換設備ストレーナ，大量送水車，大型送水ポ

ンプ車，放水砲，シルトフェンス，放射性物質吸着材，泡消火薬

剤容器，可搬式モニタリング・ポスト，小型船舶，可搬式気象観

測装置，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット，緊急時対策所

空気浄化送風機については，保管場所に分散して保管することか

ら，単一の火災によっても同時にすべての機能を喪失するおそれ

はない。すなわち，2.2．(2)①において安全機能が喪失しないと

判断する。 
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の双方に保管することから，単一の火災によっても同時にすべて

の機能を喪失するおそれはない。すなわち，2.2．(2)①において

安全機能が喪失しないと判断する。 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備については，火災防護計

画にしたがって火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対策を

実施する。すなわち，2.2．(2)②における「できる限りの頑健性」

を確保する。 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備については，火災防護計

画にしたがって火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対策を

図る設計とする。すなわち，2.2(2)②における「できる限りの頑

健性」を確保するものと判断する。 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備については，火災防護計

画にしたがって火災の発生防止対策及び火災の感知・消火対策を

実施する。すなわち，2.2．(2)②における「できる限りの頑健性」

を確保する。 

4．火災による重大事故対処設備の機能維持 

内部火災が発生した場合，設計基準対象施設の機能に期待せ

ず，重大事故等対処設備によって「未臨界移行」，「燃料冷却」，

「格納容器除熱」及び「使用済燃料プール注水」機能が維持で

きるかについて，以下に示す。 

4.1．火災による未臨界移行機能の維持について 

未臨界移行機能を有する設計基準対象施設である原子炉緊急

停止系が機能喪失した場合で，緊急停止失敗時に発電用原子炉

を未臨界にするための常設重大事故防止設備であるATWS 緩和

設備（代替制御棒挿入機能又は代替冷却材再循環ポンプ・トリ

ップ機能）によって，原子炉を停止し未臨界を維持することが

可能である。 

ここで，火災によってATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能又

は代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）の制御電源がすべ

て喪失した場合は，ほう酸水注入系によって原子炉を停止し未

臨界を維持することが可能である。また，火災によってほう酸

水注入系が機能喪失した場合，ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入

機能又は代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）によって原

子炉を停止し未臨界を維持することが可能である。なお，ATWS 

緩和設備（代替制御棒挿入機能又は代替冷却材再循環ポンプ・

トリップ機能）の制御盤は中央制御室に設置，制御電源はコン

トロール建屋に設置しているが，ほう酸水注入系は原子炉建屋

に設置しており，位置的分散を図っている。（第43 図） 

さらに，これら常設重大事故防止設備がすべて機能喪失した

場合でも，スクラムソレノイドヒューズを引き抜くことによっ

て原子炉を停止し未臨界を維持することが可能である。 

4. 火災による重大事故対処設備の機能維持

内部火災が発生した場合，設計基準対象施設の機能に期待せ

ず，重大事故等対処設備によって「未臨界移行」，「燃料冷却」，

「格納容器除熱」及び「使用済燃料プール注水」機能が維持で

きるかについて，以下に示す。 

4.1 火災による未臨界移行機能の維持について 

未臨界移行機能を有する設計基準対象施設である原子炉緊急

停止系が機能喪失した場合で，緊急停止失敗時に発電用原子炉

を未臨界にするための常設重大事故防止設備である代替制御棒

挿入機能又は代替再循環系ポンプトリップ機能によって，原子

炉を停止し未臨界を維持することが可能な設計とする。 

ここで，火災によって代替制御棒挿入機能又は代替再循環系

ポンプトリップ機能の制御電源がすべて喪失した場合は，ほう

酸水注入系によって原子炉を停止し未臨界を維持することが可

能な設計とする。また，火災によってほう酸水注入系が機能喪

失した場合，代替制御棒挿入機能又は代替再循環系ポンプトリ

ップ機能によって原子炉を停止し未臨界を維持することが可能

な設計とする。なお，代替制御棒挿入機能又は代替再循環系ポ

ンプトリップ機能の制御盤は，中央制御室に設置，制御電源は

原子炉建屋付属棟に設置しているが，ほう酸水注入系は原子炉

建屋原子炉棟5階に設置し，位置的分散を図る設計とする。 

(第21－1，21－2図) 

さらに，これら常設重大事故防止設備がすべて機能喪失した

場合でも，電磁弁の電源をOFFすることによって原子炉を停止し

未臨界を維持することが可能な設計とする。 

すなわち，2.2(3)①において火災によっても「未臨界移行」

機能が維持できると判断する。 

4．火災による重大事故等対処設備の機能維持 

内部火災が発生した場合，設計基準対象施設の機能に期待せ

ず，重大事故等対処設備によって「未臨界移行」，「燃料冷却」，

「格納容器除熱」及び「燃料プール注水」機能が維持できるか

について，以下に示す。 

4.1．火災による未臨界移行機能の維持について 

未臨界移行機能を有する設計基準対象施設である原子炉保護

系が機能喪失した場合で，緊急停止失敗時に発電用原子炉を未

臨界にするための常設重大事故防止設備であるＡＴＷＳ緩和設

備（代替制御棒挿入機能又は代替原子炉再循環ポンプトリップ

機能）によって，原子炉を停止し未臨界を維持することが可能

である。 

ここで，火災によってＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機

能又は代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）の制御電源がす

べて喪失した場合は，ほう酸水注入系によって原子炉を停止し

未臨界を維持することが可能である。また，火災によってほう

酸水注入系が機能喪失した場合，ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御

棒挿入機能又は代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）によっ

て原子炉を停止し未臨界を維持することが可能である。なお，

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能又は代替原子炉再循環

ポンプトリップ機能）の制御盤は中央制御室に設置，制御電源

は廃棄物処理建物に設置，ほう酸水注入系は原子炉建物３階に

設置しており，位置的分散を図っている。（第 39図） 

さらに，これら常設重大事故防止設備がすべて機能喪失した

場合でも，原子炉保護系電源スイッチを操作することによって

原子炉を停止し未臨界を維持することが可能である。 

すなわち，2.2.(3)①において火災によっても「未臨界移行」

機能が維持できると判断する。 
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第43-1 図：代替制御棒挿入機能制御盤，代替冷却材再循環 

ポンプ・トリップ機能制御盤とほう酸水注水系の配置（１／２） 

第43-2 図：代替制御棒挿入機能制御盤，代替冷却材再循環 

ポンプ・トリップ機能制御盤とほう酸水注水系の配置（２／２） 

第21－1図 代替制御棒挿入機能制御盤，代替再循環系ポンプ 

トリップ機能制御盤及びほう酸水注水系の配置（1／2）

第21－2図 代替制御棒挿入機能制御盤，代替再循環系ポンプ 

トリップ機能制御盤及びほう酸水注水系の配置（2／2）

第 39-1 図 代替制御棒挿入機能制御盤，代替原子炉再循環ポンプ 

トリップ機能制御盤とほう酸水注入系の配置（１／２）
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第 39-2 図 代替制御棒挿入機能制御盤，代替原子炉再循環ポンプ 

トリップ機能制御盤とほう酸水注入系の配置（２／２）

4.2．火災による燃料冷却機能の維持について 

燃料冷却機能を有する設計基準対象施設のうち，高圧炉心冷

却機能である高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系が機能喪失

した場合でも，高圧代替注水系ポンプによって，燃料冷却機能

を維持することが可能である。 

ここで，火災によって高圧代替注水系が機能喪失した場合，

原子炉を減圧し低圧で冷却することによって燃料冷却機能を維

持する。設計基準対象施設のうち，原子炉を減圧する機能であ

る自動減圧系，及び低圧炉心冷却機能である残留熱除去系が機

能喪失した場合でも，原子炉冷却材バウンダリを減圧するため

の常設重大事故防止設備である代替自動減圧機能，及び原子炉

冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための

常設重大事故防止設備である復水移送ポンプによって，燃料冷

却機能を維持することが可能である。 

ここで，火災によって代替自動減圧機能が喪失した場合，可

搬型代替直流電源設備，及び可搬型重大事故防止設備である高

圧窒素ガスボンベを使用して逃がし安全弁を開操作することに

より，原子炉を減圧することが可能である。また，火災によっ

て復水移送ポンプが機能喪失した場合，可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）によって低圧で炉心を冷却する機能を維持できる。 

4.2 火災発生時の燃料冷却機能の維持について 

燃料冷却機能を有する設計基準対象施設のうち，高圧炉心冷

却機能である高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系が機

能喪失した場合でも常設高圧代替注水系ポンプによって燃料冷

却機能を維持することが可能な設計とする。 

ここで，火災によって高圧代替注水系が機能喪失した場合，

発電用原子炉を減圧し低圧で冷却することによって燃料冷却機

能を維持する設計とする。設計基準対象施設のうち，原子炉を

減圧する機能である自動減圧系及び低圧炉心冷却機能である残

留熱除去系が機能喪失した場合でも，原子炉冷却材バウンダリ

を減圧するための常設重大事故防止設備である代替自動減圧機

能及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷

却するための常設重大事故防止設備である常設低圧代替注水系

ポンプによって，燃料冷却機能を維持することが可能な設計と

する。 

ここで，火災によって代替自動減圧機能が喪失した場合，可

搬型代替直流電源設備及び可搬型重大事故防止設備である非常

用窒素供給系高圧窒素ボンベを使用して逃がし安全弁を開操作

することにより，発電用原子炉を減圧することが可能な設計と

する。また，火災によって常設低圧代替注入系ポンプが機能喪

失した場合，可搬型代替注水大型ポンプ又は可搬型代替注水中 

4.2．火災による燃料冷却機能の維持について 

燃料冷却機能を有する設計基準対象施設のうち，高圧炉心冷

却機能である高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系が機能

喪失した場合でも，高圧原子炉代替注水ポンプによって，燃料

冷却機能を維持することが可能である。 

ここで，火災によって高圧原子炉代替注水系が機能喪失した

場合，原子炉を減圧し低圧で冷却することによって燃料冷却機

能を維持する。設計基準対象施設のうち，原子炉を減圧する機

能である自動減圧系，及び低圧炉心冷却機能である残留熱除去

系が機能喪失した場合でも，原子炉冷却材バウンダリを減圧す

るための常設重大事故防止設備である代替自動減圧機能，及び

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための常設重大事故防止設備である低圧原子炉代替注水ポンプ

によって，燃料冷却機能を維持することが可能である。 

ここで，火災によって代替自動減圧機能が喪失した場合，可

搬型直流電源設備，及び可搬型重大事故防止設備である窒素ガ

スボンベを使用して逃がし安全弁を開操作することにより，原

子炉を減圧することが可能である。また，火災によって低圧原

子炉代替注水ポンプが機能喪失した場合，大量送水車によって

低圧で炉心を冷却する機能を維持できる。 
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以上より，火災によっても燃料冷却機能を維持することが可

能である。（第44 図） 

型ポンプによって低圧で炉心を冷却する機能を維持できる設計

とする。すなわち2.2(3)①において火災によっても「燃料冷却」

機能を維持できると判断する。 

(第22－1～22－4図) 

以上より，火災によっても燃料冷却機能を維持することが可

能である。すなわち 2.2.(3)①において火災によっても「燃料

冷却」機能を維持できると判断する。 

第44 図：燃料冷却機能の系統概略図 第22－1 図 燃料冷却機能の系統概略図 

第22－2 図 可搬型代替直流電源設備による逃がし安全弁 

作動概要図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第22－3 図 非常用窒素供給系概要図 

第22－4 図 低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 

（代替淡水貯槽～原子炉建屋東側接続口） 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

4.3．火災による格納容器除熱機能の維持について 

格納容器除熱機能を有する設計基準対象施設である残留熱除

去系（格納容器スプレイ冷却モード），原子炉補機冷却系が機

能喪失した場合，最終ヒートシンクへ熱を輸送するための常設

重大事故防止設備である耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃が

し装置で格納容器除熱機能を維持することが可能である。 

4.3 火災発生時の格納容器除熱機能の維持について 

格納容器除熱機能を有する設計基準対象施設である格納容器

スプレイ冷却系が機能喪失した場合，代替循環冷却系により原

子炉格納容器内の除熱機能を維持することが可能な設計とす

る。 

代替循環冷却系は，サプレッション・チェンバを水源とし，

原子炉建屋原子炉棟に設置する代替循環冷却系ポンプを用い，

残留熱除去系熱交換器で冷却されたサプレッション・プール水

を原子炉格納容器にスプレイする設計とする。本系統は，同一

の機能を有する2系統を有し，それぞれ別の部屋に設置し位置的 

4.3．火災による格納容器除熱機能の維持について 

格納容器除熱機能を有する設計基準対象施設である残留熱除

去系（格納容器冷却モード）,原子炉補機冷却系が機能喪失した

場合，最終ヒートシンクへ熱を輸送するための常設重大事故防

止設備である格納容器フィルタベント系で格納容器除熱機能を

維持することが可能である。 

・設備の相違

【柏崎6/7】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違
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ここで，火災によって耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃が

し装置の電動弁等が機能喪失した場合，遠隔手動弁操作設備を

使用することによって耐圧強化ベント系，格納容器圧力逃がし

装置を動作させることが可能であり，格納容器除熱機能を維持

することができる。（第45,46 図） 

分散を図る設計とし，2系統が同時に喪失することはない設計

とする。 

（第23－1～23－4図） 

さらに，最終ヒートシンクへ熱を輸送するための常設重大事

故防止設備である格納容器圧力逃がし装置により原子炉格納容

器内の除熱機能を維持することが可能な設計とする。 

ここで，火災によって格納容器圧力逃がし装置の電動弁等が

機能喪失した場合，格納容器圧力逃がし装置の遠隔人力操作機

構を使用することによって格納容器圧力逃がし装置を動作させ

ることが可能であり，格納容器除熱機能を維持することが可能

な設計とする。 

すなわち，2.2(3)①において火災によっても「格納容器除熱」

機能が維持できると判断する。 

(第24図) 

ここで，火災によって格納容器フィルタベント系の電動弁等

が機能喪失した場合，遠隔手動弁操作機構を使用することによ

って格納容器フィルタベント系を動作させることが可能であ

り，格納容器除熱機能を維持することができる。（第 40図） 

すなわち，2.2.(3)①において火災によっても「格納容器除熱」

機能が維持できると判断する。 

・設備の相違

【柏崎6/7】 

共－１ ＳＡ設備リ

ストの抽出の相違

第23－1 図 代替循環冷却系の系統概要図 ・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第23－2 図 代替循環冷却系の配置図 

第23－3 図 電源構成図（交流電源）（1／2） ・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第45 図：耐圧強化ベント系 系統概略図 

第23－4 図 電源構成図（交流電源）（2／2） ・設備の相違

【東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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第46 図：格納容器圧力逃がし装置の系統概略図 第 24図 格納容器圧力逃がし装置の系統概略図 第 40図 格納容器フィルタベント系の系統概略図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

4.4．火災による使用済燃料プール注水機能の維持について 

使用済燃料プール注水機能を有する設計基準対象施設である

残留熱除去系（燃料プール水の冷却及び補給），燃料プール冷

却浄化系が機能喪失した場合，使用済燃料プールの冷却等のた

めの可搬型重大事故防止設備である可搬型代替注水ポンプ（A-1 

級）及び（A-2 級）によって使用済燃料プール注水機能を維持

することが可能である。 

ここで，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）に

火災が発生した場合，当該ポンプは荒浜側，大湊側にそれぞれ

位置的に分散して設置していることから，すべての可搬型代替

注水ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）が火災によって機能喪失

することはなく，使用済燃料プール注水機能を維持することが

できる。（第47 図） 

4.4 火災発生時の使用済燃料プール注水機能の維持について 

使用済燃料プール注水機能を有する設計基準対象施設である

残留熱除去系(使用済燃料プール水の冷却及び補給)が機能喪失

した場合，使用済燃料プールの冷却等のための可搬型重大事故

防止設備である可搬型代替注水大型ポンプによって使用済燃料

プール注水機能を維持することが可能な設計とする。 

ここで，可搬型代替注水大型ポンプに火災が発生した場合，

当該ポンプは西側及び南側保管場所にそれぞれ位置的に分散し

て設置する設計とすることから，すべての可搬型代替注水大型

ポンプが火災によって機能喪失することはなく，使用済燃料プ

ール注水機能を維持することが可能な設計とする。 

すなわち，2.2(3)①において火災によっても「使用済燃料プ

ール注水」機能が維持できると判断する。 

(第25－1～25－3図) 

4.4．火災による燃料プール注水機能の維持について 

燃料プール注水機能を有する設計基準対象施設である残留熱

除去系（燃料プール冷却及び補給），燃料プール冷却系が機能喪

失した場合，燃料プールの冷却等のための可搬型重大事故防止

設備である大量送水車によって燃料プール注水機能を維持する

ことが可能である。 

ここで，大量送水車に火災が発生した場合，当該ポンプは第

２，第３，第４保管エリアにそれぞれ位置的に分散して設置し

ていることから，すべての大量送水車が火災によって機能喪失

することはなく，燃料プール注水機能を維持することができる。

（第 41 図） 

すなわち，2.2.(3)①において火災によっても「燃料プール注

水」機能が維持できると判断する。 
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第47 図：使用済燃料プール注水機能の系統概略図 第25－1図 代替燃料プール注水系（注水ライン）の系統概略図 

第25－2図 代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ）の 

系統概略図 

第 25－3 図 代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズル）の

系統概略図 

第 41-1 図 燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダによる 

スプレイの場合）の系統概略図

第 41-2 図 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズルによる 

注水の場合）の系統概略図 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設計方針の相違によ

る系統構成の相違 
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参考 

 

AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系とAM 用直流125V 蓄電池

～直流母線のケーブルが同一のケーブルトレイに敷設されている

箇所周辺の火災影響について 

 

AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系とAM 用直流125V 蓄電

池～直流母線の各ケーブルの，火災に対する影響について，上記

の各ケーブルが発火源となる火災については，原子炉隔離時冷却

系と高圧代替注水系が同時に機能喪失することがない設計とす

る。また，以下のとおり，当該ケーブルの周辺にある可燃物から

延焼することのない設計とする。 

 

1. 原子炉建屋地上3 階（中間階） 

第48 図のとおり，AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系と

AM 用直流125V蓄電池～直流母線のケーブルが同一のケーブル

トレイに敷設されているエリアは，異なる種類の感知器と固定

式消火設備を設置する設計とする。 

ケーブルトレイの周辺にある可燃物は，FMCRD 制御盤がある

が，FMCRD 制御盤の充電部が金属製の筐体に格納されているこ

と，ケーブルトレイとFMCRD 制御盤は水平約1.0m の離隔距離を

確保していること，及び万一，FMCRD制御盤で火災が発生しても

固定式消火設備による消火を可能とし，FMCRD 制御盤で発生す

る火災がケーブルトレイに延焼することはない設計とする。 

 

2. 原子炉建屋地上3 階 

第49 図のとおり，AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系と

AM 用直流125V蓄電池～直流母線のケーブルが同一のケーブル

トレイに敷設されているエリアは，異なる種類の感知器と固定

式消火設備を設置する設計とする。 

ケーブルトレイの周辺にある可燃物は，作業用分電盤がある

が，作業用分電盤の充電部が金属製の筐体に格納されているこ

と，ケーブルトレイと作業用分電盤は水平約4.5m の離隔距離を

確保していること，及び万一作業用分電盤で火災が発生しても

固定式消火設備による消火を可能とし，作業用分電盤で発生す

る火災がケーブルトレイに延焼することはない設計とする。 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎6/7】 

島根2号炉では，同一

のケーブルトレイに布

設される設計基準対処

設備ケーブルとＳＡケ

ーブルはない 
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3. 原子炉建屋地上2 階

第50 図の通り，AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系とAM 

用直流125V蓄電池～直流母線のケーブルが同一のケーブルトレ

イに敷設されている箇所は，3 時間以上の耐火能力を有するコ

ンクリート製の障壁にて隔離する設計とする。なお，コンクリ

ート製の障壁内にはケーブルトレイのみを設置する設計とす

る。 

4. 原子炉建屋地上1 階

第51 図のとおり，AM 用直流125V 蓄電池～高圧代替注水系と

AM 用直流125V蓄電池～直流母線のケーブルが同一のケーブル

トレイに敷設されているエリアは，異なる種類の感知器と固定

式消火設備を設置する設計とする。 

ケーブルトレイの周辺にある可燃物は，常用照明用分電盤が

あるが，常用照明用分電盤の充電部が金属製の筐体に格納され

ていること，ケーブルトレイと常用照明用分電盤は水平約2.5m 

の離隔距離を確保していること，及び万一常用照明用分電盤で

火災が発生しても固定式消火設備による消火を可能とし，常用

照明用分電盤で発生する火災がケーブルトレイに延焼すること

はない設計とする。 

なお，持込み可燃物管理に関する，火災の発生防止・延焼防

止に関する遵守事項は以下のとおりとする。（第8 条-別添1-

資料1 を参照） 

・ケーブルトレイ直下への可燃物の仮置きを禁止する。

・火災区域（区画）で周囲に火災防護対象機器が無い場所に

可燃物を仮置きする場合には，不燃シートで覆う又は金属

箱の中に収納するとともに，その近傍に消火器を準備する。 

・火災区域（区画）での作業に伴い，火災防護対象機器近傍

に作業上必要な可燃物を持ち込む際には作業員の近くに置

くとともに，休憩時や作業終了時には火災防護対象機器近

傍から移動する。 

・火災発生時の煙の充満等により，消火活動が困難とならな

い火災区域（区画）は，可燃物の仮置きを禁止する。 
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第48 図：火災区域及びケーブルルート図 

（原子炉建屋地上3 階（中間階）T.M.S.L.27200） 

 

 

第49 図：火災区域及びケーブルルート図 

（原子炉建屋地上3 階 T.M.S.L.23500） 
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第50 図：火災区域及びケーブルルート図 

（原子炉建屋地上2 階 T.M.S.L.18100） 

第 51 図：火災区域及びケーブルルート図 

（原子炉建屋地上 1 階 T.M.S.L.12300） 
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